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3.16 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備【59 条】 

【設置許可基準規則】 

（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

第五十九条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合

（重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）

が有する原子炉格納容器の破損を防止するための機能が損なわれた場合を

除く。）においても運転員が第二十六条第一項の規定により設置される原子

炉制御室にとどまるために必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第５９条に規定する「重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施

設を構成するもの除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するた

めの機能が損なわれた場合」とは、第４９条、第５０条、第５１条又は

第５２条の規定により設置されるいずれかの設備の原子炉格納容器の

破損を防止するための機能が喪失した場合をいう。 

２ 第５９条に規定する「運転員が第２６条第１項の規定により設置さ

れる原子炉制御室にとどまるために必要な設備」とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源設備か

らの給電を可能とすること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性について、

次の要件を満たすものであること。 

① 本規程第３７条の想定する格納容器破損モードのうち、原子炉制

御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束

に成功した事故シーケンス（例えば、炉心の著しい損傷の後、格

納容器圧力逃がし装置等の格納容器破損防止対策が有効に機能し

た場合）を想定すること。

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、実

施のための体制を整備すること。

③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のため

の体制を整備すること。

④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で 100mSv を超えないこと。 
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ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下にお

いて、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリ

ング及び作業服の着替え等を行うための区画を設けること。 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉格納容器

から漏えいする空気中の放射性物質の濃度を低減する必要がある場

合は、非常用ガス処理系等（ＢＷＲの場合）又はアニュラス空気再

循環設備等（ＰＷＲの場合）を設置すること。 

ｅ）ＢＷＲにあっては、上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するた

めに原子炉建屋に設置されたブローアウトパネルを閉止する必要が

ある場合は、容易かつ確実に閉止操作ができること。また、ブロー

アウトパネルは、現場において、人力による操作が可能なものとす

ること。 

3.16 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

3.16.1 適合方針 

中央制御室には，炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員が

とどまるために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

中央制御室の系統概要図を第 3.16－1 図から第 3.16－4 図に示す。 

 

3.16.1.1 重大事故等対処設備 

(1) 居住性を確保するための設備 

重大事故が発生した場合における炉心の著しい損傷後の格納容器フ

ィルタベント系を作動させる場合に，放出される放射性雲による運転員

の被ばくを低減するため，中央制御室内に中央制御室待避室を設ける設

計とする。炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員が中央制

御室及び中央制御室待避室にとどまるための設備として，ＬＥＤライト

（三脚タイプ），チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン，再循環用

ファン，非常用チャコール・フィルタ・ユニット，中央制御室待避室正

圧化装置（空気ボンベ），中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽，差

圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を設置する設計とする。 

ａ．換気空調設備及び遮蔽設備 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとどまるため

に必要な重大事故等対処設備として，中央制御室換気系は，重大事故等

時に炉心の著しい損傷が発生した場合において，粒子用高効率フィルタ
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及びチャコール・フィルタを内蔵した非常用チャコール・フィルタ・ユ

ニット並びにチャコール・フィルタ・ブースタ・ファンからなる非常用

ラインを設け，非常用チャコール・フィルタ・ユニットを通した外気を

取り込み中央制御室を正圧化することにより，放射性物質を含む外気が

中央制御室に直接流入することを防ぐことができる設計とする。 

また，炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベント系を作動させる

場合に放出される放射性雲通過時において，中央制御室換気系は外気と

の連絡口を遮断し，非常用チャコール・フィルタ・ユニットを通る系統

隔離運転モードとすることにより，中央制御室バウンダリを外気から隔

離するとともに，中央制御室待避室を中央制御室待避室正圧化装置（空

気ボンベ）で正圧化することにより，放射性物質が中央制御室待避室に

流入することを一定時間完全に防ぐことができる設計とする。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽は，運転員の被ばくの観点

から結果が最も厳しくなる重大事故時に，中央制御室換気系及び中央制

御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の機能とあいまって，運転員の実

効線量が７日間で 100mSv を超えない設計とする。 

また，全面マスク等の着用及び運転員の交替要員体制を考慮し，その

実施のための体制を整備する。 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブースタ・ファンは，全

交流動力電源喪失時においても常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・中央制御室換気系 

・中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 

・中央制御室遮蔽 

・中央制御室待避室遮蔽 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，中央制御室換気系ダクト，中央制御室待避室正

圧化装置（配管・弁）及び中央制御室換気系弁（中央制御室外気取入調

節弁，中央制御室給気外側隔離弁，中央制御室給気内側隔離弁，中央制

御室非常用再循環装置入口隔離弁）を重大事故等対処設備として使用す

る。 
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ｂ．通信連絡設備 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとどまるため

に必要な重大事故等対処設備として，中央制御室待避室に待避した運転

員が，緊急時対策所と通信連絡を行うため，無線通信設備（固定型）及

び衛星電話設備（固定型）を使用する。 

無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）は，全交流動力

電源喪失時においても常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源

設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・無線通信設備（固定型）（3.19 通信連絡を行うために必要な設備） 

・衛星電話設備（固定型）（3.19 通信連絡を行うために必要な設備） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

ｃ．プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとどまるため

に必要な重大事故等対処設備として，中央制御室待避室に待避した運転

員が，中央制御室待避室の外に出ることなく発電用原子炉施設の主要な

計測装置の監視を行うためにプラントパラメータ監視装置（中央制御室

待避室）を設置する。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，全交流動力電

源喪失時においても常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設

備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 
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ｄ．中央制御室の照明を確保する設備 

想定される重大事故等時において，設計基準対象施設である非常用照

明が使用できない場合の重大事故等対処設備として，ＬＥＤライト（三

脚タイプ）は，全交流動力電源喪失時においても常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・ＬＥＤライト（三脚タイプ） 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

ｅ．差圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとどまるため

に必要な重大事故等対処設備として，外気と中央制御室との間が正圧化

に必要な差圧が確保できていること，及び中央制御室と中央制御室待避

室との間が正圧化に必要な差圧を確保できていることを把握するため，

差圧計を使用する。 

また，中央制御室内及び中央制御室待避室内の酸素及び二酸化炭素濃

度が活動に支障がない範囲にあることを把握するため，酸素濃度計及び

二酸化炭素濃度計を使用する。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・差圧計 

・酸素濃度計 

・二酸化炭素濃度計 

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故

等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源

設備については，「3.14 電源設備」にて記載する。 

無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）については，「3.19 

通信連絡を行うために必要な設備」にて記載する。 

 

(2) 汚染の持ち込みを防止するための設備 

重大事故等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により汚染した

ような状況下において，運転員が中央制御室の外側から中央制御室に放

射性物質による汚染を持ち込むことを防止するため，身体サーベイ及び
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作業服の着替え等を行うための区画を設ける設計とする。身体サーベイ

の結果，運転員の汚染が確認された場合は，運転員の除染を行うことが

できる区画を，身体サーベイを行う区画に隣接して設置する設計とする。

また，照明については，チェンジングエリア用照明により確保できる設

計とする。 

 

(3) 運転員の被ばくを低減するための設備 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，運転員の被ばくを低減す

るための重大事故等対処設備として，非常用ガス処理系及び原子炉建物

燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置を使用する。 

非常用ガス処理系は，非常用ガス処理系排気ファン，配管・弁類，計

測制御装置等で構成し，非常用ガス処理系排気ファンにより原子炉建物

原子炉棟内を負圧に維持するとともに，原子炉格納容器から原子炉建物

原子炉棟内に漏えいした放射性物質を含む気体を排気筒に沿わせて設

ける排気管から排気することで，中央制御室の運転員の被ばくを低減す

ることができる設計とする。なお，本系統を使用することにより緊急時

対策要員の被ばくを低減することも可能である。 

原子炉建物原子炉棟の気密バウンダリの一部として原子炉建物に設

置する原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び主蒸気管トンネ

ル室ブローアウトパネルは，閉状態を維持できる設計とする。また，原

子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室の居住

性確保のために原子炉建物原子炉棟の気密バウンダリを形成する必要

がある場合は，容易かつ確実に閉止できる設計とする。なお，原子炉建

物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室からの遠隔操

作又は現場において人力により操作できる設計とする。 

非常用ガス処理系は，非常用交流電源設備に加えて常設代替交流電源

設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，常設代替交流

電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・非常用ガス処理系排気ファン 

・原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置 

・常設代替交流電源設備（3.14 電源設備） 
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・可搬型代替交流電源設備（3.14 電源設備） 

本系統の流路として，非常用ガス処理系の前置ガス処理装置，後置ガ

ス処置装置，配管及び弁並びに排気管を重大事故等対処設備として使用

する。 

その他，設計基準対象施設である原子炉建物原子炉棟を重大事故等対

処設備として使用し，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備

を重大事故等対処設備（設計基準拡張）として使用する。 

中央制御室（重大事故等時）の主要設備及び仕様を第 3.16－1 表及び

第 3.16－2 表に示す。 

非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電源

設備については，「3.14 電源設備」にて記載する。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び主蒸気管トンネル室

ブローアウトパネルについては，「3.24 原子炉建物原子炉棟」にて記載

する。 

 

なお，チェンジングエリア用資機材については，「実用発電用原子炉に

係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」の「1.16 原子炉制御室

の居住性等に関する手順等【解釈】1ａ）」を満足するための資機材（放射

線防護措置）として位置付ける。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合（重大事故等対処設備（特定重

大事故等対処施設を構成するものを除く。）が有する原子炉格納容器の破損

を防止するための機能が損なわれた場合を除く。）においても運転員が中央

制御室にとどまるために，自主対策設備として以下の設備を設置する。 

 

(4) 非常用照明 

非常用照明は，耐震性は確保されていないが，全交流動力電源喪失時

に常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から給電が可能

であるため，照明を確保する手段として有効である。 
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3.16.1.1.1 多様性，位置的分散 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に

示す。 

中央制御室換気系及び非常用ガス処理系は，多重性を有する非常用交流

電源設備からの給電が可能な設計とする。 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン，非常用ガ

ス処理系排気ファン及び原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装

置は，非常用交流電源設備に対して多様性を有する常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備から給電できる設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，遮断器を設けることで中央制御室の非

常用照明と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，電気的分離を

図る設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，中央制御室の非常用照明と共通要因に

よって同時に機能を損なわないよう，位置的分散を図る設計とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，計測制御設備と

共通要因によって同時に機能を損なわないよう，電気的分離を図る設計と

する。 

電源設備の多様性，位置的分散については，「3.14 電源設備」に記載す

る。 

 

3.16.1.1.2 悪影響防止 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に

示す。 

中央制御室の居住性の確保のために使用する中央制御室遮蔽は，制御室

建物と一体のコンクリート構造物とし，倒壊等により他の設備に悪影響を

及ぼさない設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は制御室建物内に設置し，倒壊等により他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン，中央制御

室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監視装置（中央制

御室待避），差圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及びＬＥＤライト（三

脚タイプ）は，他の設備から独立して使用することで，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 
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原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，他の設備から独

立して使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，遮断器により，中央制御室の非常用照

明と電気的に分離することで，中央制御室の非常用照明に悪影響を及ぼさ

ない設計とする。 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブースタ・ファンは，飛散

物となって他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），ＬＥＤライト（三脚タイ

プ），酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，固定により，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

非常用ガス処理系は，設計基準事故対処設備として使用する場合と同じ

系統構成で，重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

3.16.1.1.3 容量等 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブースタ・ファンは，設計

基準事故対処設備の中央制御室換気系と兼用しており，運転員を過度の被

ばくから防護するための中央制御室内の換気に必要な容量に対して十分で

あるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

非常用チャコール・フィルタ・ユニットは，設計基準事故対処設備とし

てのフィルタ性能が想定される重大事故等時においても，中央制御室の運

転員を過度の放射線被ばくから防護するために必要な放射性物質の除去効

率及び吸着能力に対して十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様

で設計する。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，想定される重大事故等

時において中央制御室待避室の居住性を確保するため，中央制御室待避室

を正圧化することにより，必要な運転員の窒息を防止及び給気ライン以外

から中央制御室待避室内へ外気の流入を一定時間遮断するために必要な容

量を有するものを 15 本使用する。保有数は，15 本に加えて，故障時及び

保守点検による待機除外時のバックアップ用として 35 本以上の合計 50 本

以上を保管する。 
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プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，中央制御室待避

室に待避中の運転員が，発電用原子炉施設の主要な計測装置の監視を行う

ために必要なデータの表示が可能なものを１台使用する。保管数は，１台

に加えて，故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として

１台の合計２台を保管する設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，想定される重大事故等時に，運転員が

中央制御室内で操作可能な照度を確保するために必要な容量を有するもの

を２個使用する。保有数は，２個に加えて，故障時及び保守点検による待

機除外時のバックアップ用として１個の合計３個を保管する設計とする。 

差圧計は，中央制御室内と外気，中央制御室待避室内と中央制御室内の

居住環境の基準値を上回る範囲を測定できる設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，中央制御室内及び中央制御室待避

室内の居住環境の基準値を上回る範囲を測定できるものを，各２個使用す

る。保有数は，各２個に加えて故障時及び保守点検による待機除外時のバ

ックアップ用として各１個の合計各３個を保管する設計とする。 

非常用ガス処理系排気ファンは，設計基準事故対処設備としての仕様が，

想定される重大事故等時において，中央制御室の運転員の被ばくを低減で

きるよう，原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持するとともに，排気筒に沿

わせて設ける排気管を通して排気口から放出するために必要な容量に対し

て十分であるため，設計基準事故対処設備と同仕様で設計する。 

 

3.16.1.1.4 環境条件等 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽，プラントパラメータ監視装置

（中央制御室待避室），ＬＥＤライト（三脚タイプ），差圧計，酸素濃度計

及び二酸化炭素濃度計は，制御室建物内に設置し，想定される重大事故等

時における環境条件を考慮した設計とする。 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン，非常用チ

ャコール・フィルタ・ユニット及び中央制御室待避室正圧化装置（空気ボ

ンベ）は廃棄物処理建物の中央制御室バウンダリ内に設置し，想定される

重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 
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原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，原子炉建物原子

炉棟内に設置し，想定される重大事故等時における環境条件を考慮した設

計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監視

装置（中央制御室待避室），ＬＥＤライト（三脚タイプ），酸素濃度計及び

二酸化炭素濃度計の接続及び操作は，想定される重大事故等時において，

設置場所で可能な設計とする。 

 

非常用ガス処理系排気ファンは，原子炉建物原子炉棟内に設置し，想定

される重大事故等時における環境条件を考慮した設計とする。 

非常用ガス処理系の操作は，想定される重大事故等時において，中央制

御室で可能な設計とする。 

 

3.16.1.1.5 操作性の確保 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体構造とし，重大事故等時において，

特段の操作を必要とせず直ちに使用できる設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は，中央制御室内に設置されており，重大事故等

時において，特段の操作を必要とせず直ちに使用できる設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監視

装置（中央制御室待避室），差圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，

通常時に使用する設備ではなく，重大事故等時において，他の系統と切り

替えることなく使用できる設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室の操

作盤のスイッチでの操作が可能な設計とする。また，原子炉建物燃料取替

階ブローアウトパネル閉止装置は，電源供給ができない場合においても，

現場において人力による操作が可能な設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，通常時に使用する設備ではなく，重大

事故等時において，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

中央制御室換気系は，中央制御室の操作スイッチにより中央制御室で操

作可能な設計とする。 
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中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，重大事故等時において，

現場での弁操作により，通常時の隔離された系統構成から重大事故等対処

設備としての系統構成に速やかに切替えが可能な設計とする。 

中央制御室換気系弁の運転モード切替に使用する空気作動弁は，駆動源

（空気）が喪失した場合又は，電源供給ができない場合においても，現場

操作が可能となるように手動操作ハンドルを設け，現場で人力により確実

に操作が可能な設計とする。 

非常用ガス処理系の起動に使用する空気作動ダンパは，駆動源（空気）

が喪失した場合又は電源が喪失した場合に開となり，現場での人力による

操作が不要な構造とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，汎用の電源ケー

ブル及びネットワークケーブルを用いて接続することにより，容易かつ確

実に接続し，原子炉施設の主要な計測装置を継続して監視が可能な設計と

する。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）の電源ケーブルの接続は，コンセントによ

る接続とし，接続規格を統一することで，確実に接続が可能な設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，人力による持ち運びが可能な設計とす

る。 

差圧計は，中央制御室及び中央制御室待避室に設置し，操作を必要とせ

ず，直ちに指示を監視することが可能な設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ），酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，付

属の操作スイッチにより設置場所で操作が可能な設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，人力による持ち運びが可能な設計

とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，屋内のアクセスルートを確保でき

る設計とし，設置場所にて固定できる設計とする。 

また，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，設置場所にて固

縛等により固定できる設計とする。 

非常用ガス処理系は，想定される重大事故等時において，設計基準事故

対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として

使用し，弁操作等により速やかに切り替えられる設計とする。 
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非常用ガス処理系は，中央制御室の操作スイッチにより操作が可能な設

計とする。 

3.16.1.1.6 試験検査 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽は，発電用原子炉の運転中又は

停止中に外観の確認が可能な設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監視

装置（中央制御室待避室），ＬＥＤライト（三脚タイプ），差圧計，酸素濃

度計及び二酸化炭素濃度計は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・

性能及び外観の確認が可能な設計とする。 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン及び非常用

チャコール・フィルタ・ユニットは，発電用原子炉の運転中又は停止中に，

系統隔離運転モード及び加圧運転モードによる機能・性能及び漏えいの有

無の確認が可能な設計とする。 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブースタ・ファンは，発電

用原子炉の停止中に分解が可能な設計とする。 

非常用チャコール・フィルタ・ユニットは，発電用原子炉の運転中又は

停止中に差圧確認が可能な設計とする。また，非常用チャコール・フィル

タ・ユニットは，発電用原子炉の停止中に内部確認を行えるように，点検

口を設ける設計とし，性能の確認を行えるように，フィルタを取り出すこ

とが可能な設計とする。 

非常用ガス処理系は，発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能及

び漏えいの有無の確認並びに弁の開閉動作の確認が可能な設計とする。 

また，非常用ガス処理系排気ファンは，発電用原子炉の停止中に分解及

び外観の確認が可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，発電用原子炉の

運転中又は停止中に外観の確認が可能な設計とする。また，原子炉建物燃

料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，発電用原子炉の停止中に機能・

性能の確認が可能な設計とする。 



 

3.16-14 

第 3.16－1 表 中央制御室（重大事故等時）（常設）の設備の主要機器仕様

(1/2) 

（１）居住性を確保するための設備 

ａ．中央制御室遮蔽 

厚さ  mm 以上 

材料 コンクリート 

ｂ．中央制御室待避室遮蔽 

厚さ 鉛   mm 相当以上 

材料 鉛及び鋼板 

ｃ． 中央制御室換気系 

(a) 非常用チャコール・フィルタ・ユニット 

基 数 １ 

よう素除去効率  95%以上（相対湿度 70％以下において） 

粒子除去効率   99.9%以上（0.3μm 粒子に対して） 

(b) 再循環用ファン 

台 数 １（予備１） 

容 量 約 120,000m3/h/台 

(c) チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン 

台数 １（予備１） 

容量 約 32,000m3/h/台 

ｄ. 無線通信設備（固定型） 

第 3.19－1 表 通信連絡を行うために必要な設備（固定型）の主要機

器仕様に記載する。 

ｅ．衛星電話設備（固定型） 

第 3.19－1 表 通信連絡を行うために必要な設備（固定型）の主要機

器仕様に記載する。 

ｆ.差圧計 

個 数 ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3.16－1 表 中央制御室（重大事故等時）（常設）の設備の主要機器仕様

(2/2) 

（２）運転員の被ばくを低減するための設備 

ａ．非常用ガス処理系 

（ａ）非常用ガス処理系排気ファン 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用ガス処理系 

台 数 １（予備１） 

系統設計流量 約 4,400m3/h/台 

（原子炉建物原子炉棟内空気を１日に１回換気できる量） 

ｂ．原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置 

個 数 ２ 
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第 3.16－2 表 中央制御室（重大事故等時）（可搬型）の設備の主要機器仕様 

（１）居住性を確保するための設備 

ａ．中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 

(a) 空気ボンベ 

本 数 15（予備 35 以上） 

容 量 約 50L/本 

充填圧力 約 20MPa[gage] 

ｂ．ＬＥＤライト（三脚タイプ） 

個 数 ２（予備１） 

ｃ．酸素濃度計， 

個 数 ２（予備１） 

ｄ．二酸化炭素濃度計 

個 数 ２（予備１） 

ｅ．プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 

個 数 １（予備１） 
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3.16 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備【59 条】 

【設置許可基準規則】 

（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備） 

第五十九条 発電用原子炉施設には、炉心の著しい損傷が発生した場合（重

大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を構成するものを除く。）が

有する原子炉格納容器の破損を防止するための機能が損なわれた場合を

除く。）においても運転員が第二十六条第一項の規定により設置される原

子炉制御室にとどまるために必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第５９条に規定する「重大事故等対処設備（特定重大事故等対処施設を

構成するもの除く。）が有する原子炉格納容器の破損を防止するための機

能が損なわれた場合」とは、第４９条、第５０条、第５１条又は第５２条

の規定により設置されるいずれかの設備の原子炉格納容器の破損を防止

するための機能が喪失した場合をいう。 

２ 第５９条に規定する「運転員が第２６条第１項の規定により設置される

原子炉制御室にとどまるために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）は、代替交流電源設備から

の給電を可能とすること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性について、

次の要件を満たすものであること。 

① 本規程第３７条の想定する格納容器破損モードのうち、原子炉制御

室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成

功した事故シーケンス（例えば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧

力逃がし装置等の格納容器破損防止対策が有効に機能した場合）を想

定すること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、実施

のための体制を整備すること。 

③ 交替要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための

体制を整備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が 7 日間で 100mSv を超えないこと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下におい

て、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリング及

び作業服の着替え等を行うための区画を設けること。 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉格納容器か

ら漏えいする空気中の放射性物質の濃度を低減する必要がある場合は、

非常用ガス処理系等（ＢＷＲの場合）又はアニュラス空気再循環設備等

（ＰＷＲの場合）を設置すること。 
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ｅ）ＢＷＲにあっては、上記ｂ）の原子炉制御室の居住性を確保するため

に原子炉建屋に設置されたブローアウトパネルを閉止する必要がある

場合は、容易かつ確実に閉止操作ができること。また、ブローアウトパ

ネルは、現場において、人力による操作が可能なものとすること。
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3.16 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

3.16.1 設置許可基準規則第 59 条への適合方針 

原子炉制御室（以下「中央制御室」という。）には，炉心の著しい損傷

が発生した場合においても運転員がとどまるために必要な重大事故等対処

設備として，中央制御室及び中央制御室待避室の照明を確保するための設

備，居住性を確保するための設備，運転員の被ばくを低減するための設備

及び汚染の持込みを防止する設備を設置及び保管する。 

(1) 照明を確保するための設備（設置許可基準規則解釈の第２項ａ）） 

重大事故等時において，中央制御室の照明がすべて消灯した場合にＬ

ＥＤライト（三脚タイプ）により中央制御室での監視又は操作に必要な

照度を確保できる設計とするとともに，中央制御室待避室の照明を確保

するための資機材として，ＬＥＤライト（ランタンタイプ）を配備する。 

また，ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，常設代替交流電源設備又は可搬

型代替交流動力電源設備からの給電が可能な設計とする。 

 

(2) 居住性を確保するための設備（設置許可基準規則解釈の第２項ａ），ｂ）） 

(ⅰ) 遮蔽及び換気設備 

中央制御室は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，中央制

御室バウンダリを，中央制御室換気系の中央制御室排気内側隔離弁及

び中央制御室排気外側隔離弁を閉，中央制御室給気内側隔離弁，中央

制御室給気外側隔離弁及び中央制御室外気取入調節弁を開とすること

により，粒子用高効率フィルタ及びチャコール・フィルタを内蔵した

非常用チャコール・フィルタ・ユニットを介してチャコール・フィル

タ・ブースタ・ファン及び再循環用ファンにより外気を取入れながら

正圧化することで，粒子用高効率フィルタ及びチャコール・フィルタ

を介さない中央制御室への外気の流入を遮断可能な設計とする。また，

炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベント系を使用する際のプル

ームを取込むことによる運転員の被ばくを低減するため，中央制御室

換気系は，中央制御室外気取入調節弁を閉とすることにより，中央制

御室バウンダリを外気から隔離することができる設計とする。 

さらに，炉心の著しい損傷後の格納容器フィルタベント系を使用す

る際のプルームの影響による運転員の被ばくを低減するため，中央制

御室バウンダリ内に中央制御室待避室を設ける設計とする。中央制御

室待避室は，中央制御室待避室遮蔽に囲まれた気密空間を，気密扉を

閉操作することにより中央制御室バウンダリから遮断し，中央制御室

待避室正圧化装置により正圧化することで，外気の流入を一定時間完

全に遮断可能な設計とする。 

(ⅱ) 差圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

中央制御室には差圧計を設置することで，中央制御室換気系により
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中央制御室バウンダリを正圧化できていることを把握可能な設計とす

る。また，中央制御室待避室には差圧計を設置することで，中央制御

室待避室正圧化装置により中央制御室待避室遮蔽に囲まれた気密空間

を正圧化できていることを把握可能な設計とする。また，中央制御室

及び中央制御室待避室には，可搬型の酸素濃度計及び二酸化炭素濃度

計を保管することで，中央制御室及び中央制御室待避室内の酸素及び

二酸化炭素濃度が活動に支障がない範囲にあることを把握可能な設計

とする。 

(ⅲ) 無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定型）及びプラントパラ

メータ監視装置（中央制御室待避室） 

中央制御室は，重大事故等時において，発電所内の通信連絡が必要

な場所との通信連絡を行うための設備として無線通信設備（固定型）

及び衛星電話設備（固定型）を設置する設計とする。また，無線通信

設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）は，中央制御室待避室に

おいても使用できる設計とする。 

中央制御室待避室には，炉心の著しい損傷が発生した場合において，

中央制御室待避室に待避した場合においても，プラントパラメータ監

視装置（中央制御室待避室）を設置することで，継続的にプラントの

監視を行うことが可能な設計とし，必要に応じ中央制御室制御盤での

プラント操作を行うことができる設計とする。 

上記の中央制御室及び中央制御室待避室の居住性機能として，運転

員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事故

シーケンスにおいても運転員の実効線量が７日間で 100mSv を超えな

い設計とする。また，運転員の交替を見込み，その実施のための交替

要員の体制整備，及び交替時のマスク着用の手順整備を行い，運転員

の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事故シ

ーケンスにおいても運転員の実効線量が7日間で100mSvを超えない設

計とする。中央制御室換気系は，外部との遮断が長期にわたり，室内

の環境条件が悪化した場合には，外気を非常用チャコール・フィルタ・

ユニットで浄化しながら取り入れることも可能な設計とする。なお，

中央制御室空調換気系，無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定

型）及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，常設

代替交流電源設備又は可搬型代替交流動力電源設備から給電が可能な

設計とする。 

 

(3) 運転員の被ばくを低減するための設備（設置許可基準規則解釈の第２

項ｄ），ｅ）） 

炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器から原子炉建物

内に放射性物質を含む気体が漏えいした場合において運転員の被ばく
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を低減するため，原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持するとともに，排

気筒に沿わせて設ける排気管を通して原子炉建物外に排気する重大事

故等対処設備として非常用ガス処理系を設置する設計とする。なお，非

常用ガス処理系を用いることで，緊急時対策要員の現場作業における被

ばくを低減することも可能である。 

非常用ガス処理系は，非常用ガス処理系排気ファン，電源設備，計測

制御装置，流路である前置ガス処理装置，後置ガス処理装置，非常用ガ

ス処理系配管及び弁並びに排気管から構成される設計とする。非常用ガ

ス処理系は，非常用ガス処理系排気ファンにより原子炉建物原子炉棟内

を負圧に維持し，前置ガス処理装置，後置ガス処理装置及び排気管を通

して排気することで，運転員の被ばくを低減することができる設計とす

る。なお，非常用ガス処理系を用いる際は，前置ガス処理装置及び後置

ガス処理装置のよう素用チャコール・フィルタ及び粒子用高効率フィル

タを通すため，放射性物質除去能力が期待できるが，被ばく評価にあた

っては保守的に前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置の放射性物質

の除去能力には期待しないこととし，前置ガス処理装置及び後置ガス処

理装置は，流路としてのみ扱うものとする。 

原子炉建物原子炉棟の気密バウンダリの一部として原子炉建物に設

置する原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び主蒸気管トンネ

ル室ブローアウトパネルは，閉状態を維持できる設計とする。また，原

子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室の居住

性確保のために原子炉建物原子炉棟の気密バウンダリを形成する必要

がある場合は，容易かつ確実に閉止可能な設計とする。なお，原子炉建

物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室から遠隔操作

又は現場において人力による操作が可能な設計とする。 

非常用ガス処理系は,非常用交流電源設備に加えて常設代替交流電源

設備又は可搬型代替交流動力電源設備から給電が可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，常設代替交流

電源設備又は可搬型代替交流動力電源設備から給電が可能な設計とす

る。なお，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル及び主蒸気管トン

ネル室ブローアウトパネルについては，3.24 項に詳細を示す。 

 

(4) 汚染の持ち込みを防止するための設備（設置許可基準規則解釈の第２

項ｃ）） 

炉心の著しい損傷等が発生し，中央制御室の外側が放射性物質により

汚染したような状況下において，運転員が中央制御室の外側から室内に

放射性物質による汚染を持ち込むことを防止するため，身体サーベイ及

び作業服の着替え等を行うための区画を設けるために必要な資機材を

配備する設計とする。 
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身体サーベイの結果，運転員の汚染が確認された場合は，運転員の除

染を行うことができる区画を，身体サーベイを行う区画に隣接して設け

ることができるよう，必要な資機材を配備する。また，照明については，

資機材としてチェンジングエリア用照明を配備する。 

なお，チェンジングエリア用資機材については，「実用発電用原子炉

に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な

措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」の「1.16 原

子炉制御室の居住性等に関する手順等【解釈】1ａ）」を満足するための

資機材（放射線防護措置）として位置付ける。 

 

また，重大事故等が発生した場合においても運転員がとどまるための自

主対策設備として，以下を整備する。 

(5) 非常用照明（自主対策設備） 

非常用照明は，運転員が中央制御室にとどまり監視操作を行うことが

できるため，必要な照度を確保する設計とする。非常用照明は，耐震性

は確保されていないが，全交流動力電源喪失時に常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流動力電源設備から給電が可能であるため，照明を確

保する手段として有効である。  
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3.16.2  重大事故等対処設備 

3.16.2.1 中央制御室の照明を確保するための設備 

3.16.2.1.1 設備概要 

重大事故等が発生した場合において，ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，

運転員が中央制御室にとどまり監視操作に必要な照度を確保することを目

的として設置するものである。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流動力電源設備からの給電が可能な設計とする。また，ＬＥＤライト（三

脚タイプ）は，満充電から連続 4.5 時間無充電で点灯する蓄電池を内蔵し，

全交流動力電源喪失発生から常設代替交流電源設備による給電が開始され

るまでの間（事故発生後約 70 分以内），中央制御室の照明が消灯した場合

に照明を確保可能な設計とする。 

中央制御室待避室の照明を確保するための資機材として，ＬＥＤライト

（ランタンタイプ）を配備する。照明を確保するための設備に関する重大

事故等対処設備一覧を表 3.16-1 に示す。 

 

表 3.16-1 照明を確保するための設備に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 ＬＥＤライト（三脚タイプ）【可搬】 

附属設備 － 

水源（水源に関する流

路，電源設備を含む） 

－ 

流路 － 

注水先 － 

電源設備※１ 

（燃料補給設備を含

む） 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機【常設】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

ガスタービン発電機用サービスタンク【常設】 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

高圧発電機車【可搬】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】 

計装設備 － 

※１：単線結線図を補足説明資料 59-2 に示す。 

なお，電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57

条に対する設計方針を示す章）」で示す。 
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3.16.2.1.2 主要設備の仕様 

(1) ＬＥＤライト（三脚タイプ） 

種 類 ：蓄電池内蔵型照明 

個 数 ：２台（予備１） 

使用場所 ：制御室建物４階 

保管場所 ：制御室建物４階 

（59-3，59-7） 

 

3.16.2.1.3 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.16.2.1.3.1 設置許可基準規則第 43 条第 1 項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重

その他の使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能

を有効に発揮するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，制御室建物内に保管される設備で

あることから，その機能を期待される重大事故等が発生した場合にお

ける制御室建物内の環境条件及び荷重条件を考慮し，以下の，表

3.16-2 に示す設計とする。 

（59-3，59-7） 

 

表 3.16-2 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度，圧力，湿度，

放射線 

制御室建物で想定される温度,圧力,湿度及び放射線

強度に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による 

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は

受けない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損

傷しないことを確認し治具や輪止め等により転倒防

止対策を行う。 

風（台風）・積雪 
制御室建物内に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても，電磁波により

その機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，全交流動力電源喪失発生時，付属

のスイッチを操作することで内蔵している蓄電池により点灯する設計

とする。ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，人力による持ち運びができ

る設計とする。 

また，ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，常設代替交流電源設備又は

可搬型代替交流動力電源設備からの給電開始後は，コンセントにより

非常用所内電源設備と接続することで，常設代替交流電源設備又は可

搬型代替交流動力電源設備からの給電による点灯に切り替えることを

可能とし，確実に操作が可能な設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）の操作場所である中央制御室には，操

作性を考慮して十分な操作空間を確保する。 

表 3.16-3 に操作対象機器を示す。 

（59-3,59-7） 

 

表 3.16-3 操作対象機器 

機器名称 操作内容 操作場所 操作方法 

ＬＥＤライト

（三脚タイプ） 
消灯⇒点灯 

制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，表 3.16-4 に示すよう発電用原子炉

の運転中又は停止中に機能・性能試験及び外観検査が可能な設計とす

る。また，機能・性能試験として内蔵している蓄電池の電圧確認及び

照明の点灯確認が可能な設計とする。 

外観検査として目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割

れ等がないことについて外観確認が可能な設計とする。 

（59-5） 
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表 3.16-4 ＬＥＤライト（三脚タイプ）の試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中 

又は 

停止中 

機能・性能試験 
蓄電池電圧の確認 

点灯確認 

外観検査 外観の確認 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する

設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる

機能を備えるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，本来の用途以外の用途には使用し

ない設計とする。 

(59-5) 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，通常時，内蔵している蓄電池を充

電して保管し，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。また，非

常用電源設備，常設代替交流動力電源設備又は可搬型代替交流動力電

源設備と接続中にＬＥＤライト（三脚タイプ）内部で不具合が発生し

た場合に非常用電源設備，常設代替交流動力電源設備又は可搬型代替

交流動力電源設備に悪影響を与えないよう遮断器を設置する設計とす

る。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，制御室建物内にて三脚を開いて設

置することにより容易に転倒しない設計とする。 

（59-2,59-5） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備

の操作及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるお

それが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適
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切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，放射線量が高くなるおそれの少な

い設置場所である制御室建物４階の中央制御室内に設置し，設置場所

で操作可能な設計とする。 

操作対象機器設置場所を表 3.16-5 に示す。 

（59-3） 

 

表 3.16-5 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

ＬＥＤライト

（三脚タイプ） 

制御室建物４階 

中央制御室 

制御室建物４階 

中央制御室 

 

3.16.2.1.3.2 設置許可基準規則第 43 条第 3 項への適合状況 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のあ

る容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，重大事故等時に中央制御室での監

視操作及び重大事故等時の対処のための制御盤等の操作に必要な照度

を有するものを中央制御室の制御盤エリアに２台設置する設計とする。

また，これに加えて予備 1 台を有する設計とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）の照度は各設置場所にて照度を確認し，

監視操作が可能な設計とする。 

(59-10) 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発

電用原子炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）

と接続するものにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続する

ことができ，かつ，二以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用

することができるよう，接続部の規格の統一その他の適切な措置を講

じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 
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ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，常設代替交流電源設備又は可搬型

代替交流動力電源設備から給電された非常用所内電気設備と，一般的

なコンセントプラグにより確実に接続できる設計とする。 

（59-2,59-5） 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続するこ

とができなくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原

子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれ

ぞれ互いに異なる複数の場所に設けるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，可搬型重大事故等対処設備（原子

炉建物の外から水又は電力を供給するものに限る。）ではないことから

対象外である。 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対

処設備を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができる

よう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所

への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，線源からの離隔距離により放射線

量が高くなるおそれの少ない場所である制御室建物４階に設置し，想

定される重大事故等が発生した場合においても使用が可能な設計とす

る。 

（59-3） 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と

異なる保管場所に保管すること。 

(ⅱ) 適合性 
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基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，風(台風)，竜巻，低温，降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災），有毒ガス，船舶の衝

突及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた制御室建物４階に保管する設計とする。 

（59-7） 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等

対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等

内の道路及び通路が確保できるよう，適切な措置を講じたものである

こと。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，自然現象として考慮する津波，風(台

風)，竜巻，低温，積雪，降水，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的

事象による影響及び外部人為事象として考慮する火災・爆発（森林火

災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災），有毒ガス，船舶の衝

突及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図ら

れた制御室建物内に保管する設計とすることで，重大事故等時におい

てアクセスのための必要な通路を確保可能な設計とする。 

（59-8） 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故等防止設備との多様性（設置

許可基準規則第 43 条第 3 項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計

基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは

注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事

故に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれ

がないよう，適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，遮断器を設けることで，設計基準

事故対処施設である非常用照明と電気的分離を図り，同時に機能が損
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なわれることのない設計とする。また，予備を分散して配置すること

により位置的分散を図る設計とする。 

（59-2,59-3） 
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3.16.2.2 居住性を確保するための設備 

3.16.2.2.1 設備概要 

居住性を確保するための設備は，炉心の著しい損傷が発生した場合にお

いても，居住性を確保するための設備を設置又は保管することで，運転員

が中央制御室及び中央制御室待避室にとどまることができる設計とする。 

本設備は，「中央制御室遮蔽」，「中央制御室換気系」，「中央制御室待避

室遮蔽」，「中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）」，「差圧計」「酸素

濃度計」，「二酸化炭素濃度計」，「無線通信設備（固定型）」「衛星電話設備

（固定型）」及び「プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）」等

から構成し，運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に

成功した事故シーケンスにおいても，運転員の実効線量が７日間で 100mSv

を超えない設計とする。 

居住性を確保するための設備の重大事故等対処設備一覧を表 3.16-6 に，

遮蔽及び換気設備の系統概略図を図 3.16-1 に，無線通信設備（固定型），

衛星電話設備（固定型）及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室待

避室）の系統概略図を図 3.16-2 に示す。 

(1) 遮蔽及び換気設備 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体のコンクリート構造を有してお

り，炉心の著しい損傷が発生した場合において，中央制御室内にとどま

る運転員の被ばく線量を低減するために必要な遮蔽厚さを有する設計

とする。 

中央制御室換気系は，炉心の著しい損傷が発生した場合において，非

常用チャコール・フィルタ・ユニットにより浄化した外気を，中央制御

室バウンダリ内に給気することにより中央制御室バウンダリを正圧化

し，フィルタを介さない外気の中央制御室バウンダリ内への流入を防止

可能とするとともに，炉心の著しい損傷発生後の格納容器フィルタベン

ト系を使用する際のプルームが通過している期間には，中央制御室外気

取入調節弁を閉止することにより外気との連絡口を遮断し，非常用チャ

コール・フィルタ・ユニットを通した閉回路循環方式とし，運転員を過

度の被ばくから防護する設計とする。また，本設備は常設代替交流電源

設備又は可搬型代替交流動力電源設備による給電が可能な設計とする。 

中央制御室換気系ダクトは，制御室建物及び廃棄物処理建物の躯体壁

とともに中央制御室バウンダリを形成しており, 炉心の著しい損傷が

発生した場合において，中央制御室内にとどまる運転員の被ばく線量を

低減するために必要な気密性を有する設計とする。 

さらに，炉心の著しい損傷後に格納容器フィルタベント系を使用する

際のプルーム通過による運転員の被ばくを低減するため，中央制御室内

に中央制御室待避室を設置する設計とする。中央制御室待避室は，中央

制御室待避室遮蔽に囲まれた気密性を有する空間を，中央制御室待避室
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正圧化装置（空気ボンベ）により正圧化可能な設計とする。 

中央制御室待避室は，中央制御室待避室遮蔽により必要な遮蔽厚さを

確保する設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置は，中央制御室待避室正圧化装置（空気

ボンベ）及び中央制御室待避室正圧化装置（配管・弁）から構成され，

中央制御室待避室を，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空

気により正圧化することで外気の流入を一定時間完全に遮断すること

が可能な設計とする。 

 

(2) 差圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

差圧計は，炉心の著しい損傷が発生した場合において中央制御室換気

系を使用する場合，また，炉心の著しい損傷が発生した場合において格

納容器フィルタベント系を使用する際，中央制御室待避室内を中央制御

室待避室正圧化装置により正圧化し，外気の流入を一定時間完全に遮断

する場合，外気と中央制御室との間の差圧を把握可能な設計とする。ま

た，中央制御室と中央制御室待避室との間の差圧を把握可能な設計とす

る。 

また，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は炉心の著しい損傷が発生し

た場合において，中央制御室空調換気系を系統隔離運転又は加圧運転と

する場合，中央制御室室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障

がない範囲にあることを把握可能な設計とする。また，酸素濃度計及び

二酸化炭素濃度計は，格納容器フィルタベント系を使用する際，正圧化

装置により外気の流入を一定時間完全に遮断する場合，中央制御室待避

室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がない範囲にあるこ

とを把握可能な設計とする。 

 

(3) 無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定型）及びプラントパラメ

ータ監視装置（中央制御室待避室） 

中央制御室は，重大事故等時において，発電所内の通信連絡が必要な

場所との通信連絡を行うための設備として無線通信設備（固定型）及び

衛星電話設備（固定型）を設置する設計とする。 

中央制御室待避室は，無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固

定型）を設置することで，炉心の著しい損傷が発生した場合に中央制御

室待避室に待避した場合においても，発電所内の緊急時対策所及び屋外

の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことが可能な設計

とする。また，プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）を設

置することで，中央制御室待避室の外に出ることなく継続的にプラント

の監視を行うことが可能な設計とする。なお，無線通信設備（固定型），

衛星電話設備（固定型）及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室



添 3.16-17 

待避室）は，全交流動力電源喪失時においても常設代替交流電源設備又

は可搬型代替交流動力電源設備からの給電が可能な設計とする。 
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表 3.16-6 居住性を確保するための設備に関する重大事故等対処設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 中央制御室遮蔽【常設】 
中央制御室待避室遮蔽【常設】 
再循環用ファン【常設】 
チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン【常設】 
非常用チャコール・フィルタ・ユニット【常設】 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）【可搬型】 
無線通信設備（固定型）【常設】 
衛星電話設備（固定型）【常設】 
プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）【可

搬型】 
差圧計【常設】 
酸素濃度計【可搬型】 
二酸化炭素濃度計【可搬型】 

附属設備 － 

水源（水源に関する
流路，電源設備を含
む） 

－ 

流路（伝送路） 中央制御室換気系ダクト【常設】 
中央制御室換気系弁（中央制御室外気取入調節弁，中
央制御室給気外側隔離弁，中央制御室給気内側隔離弁，

中央制御室非常用再循環装置入口隔離弁）【常設】 
中央制御室待避室正圧化装置(配管・弁)【常設】 
無線通信設備（固定型）（屋外アンテナ）【常設】 
衛星電話設備（固定型）（屋外アンテナ）【常設】 

注水先 － 

電源設備※１ 非常用交流電源設備 
非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 
ガスタービン発電機【常設】 
ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 
ガスタービン発電機用サービスタンク【常設】 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 
可搬型代替交流電源設備 

高圧発電機車【可搬型】 
ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 
タンクローリ【可搬型】 

計装設備 － 

※１：単線結線図を補足説明資料 59-2 に示す。 

なお，電源設備の適合性については「3.14 電源設備（設置許可基準規則

第 57 条に対する設計方針を示す章）」にて示す。 

また，無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）の適合性につ

いては「3.19 通信連絡を行うために必要な設備（設置許可基準規則第 62

条に対する設計方針を示す章）」にて示す。 
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3.16.2.2.2 主要設備及び計装設備の仕様 

(1) 中央制御室遮蔽 

材質 ：コンクリート 

遮蔽厚 ：  mm 以上 

取付箇所 ：制御室建物４階 

 

(2) 中央制御室待避室遮蔽 

材質 ：鉛及び鋼板 

遮蔽厚 ：鉛  mm 相当 以上 

取付箇所 ：制御室建物４階 

 

(3) 中央制御室換気系※１ 

＜非常用チャコール・フィルタ・ユニット＞ 

除去効率※２ ：粒子用高効率フィルタ 99.9% 

 ：チャコール・フィルタ  95% 

基数 ：１ 

取付箇所  ：廃棄物処理建物２階 

＜再循環用ファン＞ 

容量  ：120,000 m3/h/台 

台数  ：１（予備１） 

取付箇所  ：廃棄物処理建物２階 

＜チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン＞ 

容量  ：32,000 m3/h/台 

台数  ：１（予備１） 

取付箇所 ：廃棄物処理建物２階 

 

(4) 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 

ボンベ本数 ：15（予備 35） 

ボンベ容量 ：約 50L/本 

ボンベ充填圧力 ：約 20MPa（35℃） 

使用場所 ：廃棄物処理建物１階 

保管場所 ：廃棄物処理建物１階及び２階 

 

(5) 差圧計 

個数 ：２ 

取付箇所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

 

  本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(6) 酸素濃度計

個数 ：２（予備１） 

測定範囲 ：0.0～25.0vol％ 

使用場所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

保管箇所 ：制御室建物４階（中央制御室） 

(7) 二酸化炭素濃度計

個数 ：２（予備１） 

測定範囲 ：0～10,000ppm 

使用場所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

保管箇所 ：制御室建物４階（中央制御室） 

(8) プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）

個数 ：１(予備１) 

使用箇所 ：制御室建物４階（中央制御室待避室） 

保管箇所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

(9) 無線通信設備（固定型）

設備名 ：無線通信設備（固定型） 

使用回線 ：無線系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

(10) 衛星電話設備（固定型）

設備名 ：衛星電話設備（固定型） 

使用回線 ：衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：制御室建物４階（中央制御室及び中央制御室待 

避室） 

※１：「非常用チャコール・フィルタ・ユニット」，「再循環用ファン」，「チ

ャコール・フィルタ・ブースタ・ファン」，等をまとめて系統全体を

指す場合，単に「中央制御室換気系」と記載する。 

※２：フィルタの除去効率は，総合除去効率を示す。
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3.16.2.2.3 設置許可基準規則第 43 条への適合状況 

3.16.2.2.3.1 設置許可基準規則第 43 条第 1 項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重

その他の使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能

を有効に発揮するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽，中央制御室換気系及び差

圧計は，制御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置される設備である

ことから，想定される重大事故等が発生した場合における制御室建物

内及び廃棄物処理建物内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能

を有効に発揮することができるよう，表 3.16-7 に示す設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監

視装置（中央制御室待避室），酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，制

御室建物内及び廃棄物処理建物内に保管する機器であることから，想

定される重大事故等が発生した場合における制御室建物内及び廃棄物

処理建物内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮

することができるよう，表 3.16-8 に示す設計とする。 

（59-3，59-7） 
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表 3.16-7 中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽，中央制御室換気系 

及び差圧計の想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放射線 

制御室建物内及び廃棄物処理建物内で想定され

る温度，圧力，湿度及び放射線強度に耐えられる

性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 
屋外に設置するものではないため，天候による影

響は受けない。 

海水を通水する系統への

影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器

が損傷しないことを確認する。（詳細は 2.1.2 耐

震設計の基本方針」に示す） 

風（台風）・積雪 
制御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置する

ため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的影響 
重大事故等が発生した場合においても，電磁波に

よりその機能が損なわれない設計とする。 

 

表 3.16-8 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメー

タ監視装置（中央制御室待避室），酸素濃度計及び二酸化炭素

濃度計の想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・湿度・放射線 

制御室建物内及び廃棄物処理建物内で想定され

る温度，圧力，湿度及び放射線強度に耐えられる

性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による影響 
屋外に設置するものではないため，天候による影

響は受けない。 

海水を通水する系統への

影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器

が損傷しないことを確認する。 

（詳細は 2.1.2 耐震設計の基本方針」に示す） 

風（台風）・積雪 
制御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置する

ため，風（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的影響 
重大事故等が発生した場合においても，電磁波に

よりその機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体のコンクリート構造を有し，

重大事故等が発生した場合においても特段の操作を必要とせず直ちに

使用できる設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は，重大事故等が発生した場合においても特

段の操作を必要とせず直ちに使用できる設計とする。 

中央制御室換気系は，制御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置し,

重大事故等時において，通常時の系統構成から中央制御室でのスイッ

チ操作及び現場での手動操作により，速やかに切り替えることが可能

であり，確実に中央制御室を正圧化が可能な設計とする。また，格納

容器フィルタベント系を使用する際の系統隔離運転及びプルーム通過

後の加圧運転への運転モード切替は，中央制御室でのスイッチ操作に

より速やかに実施可能な設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空気を供給するため

に必要な操作対象弁（空気ボンベ操作弁，流量調節弁，空気供給出口

止め弁）は，重大事故等時において，現場及び中央制御室待避室での

弁操作により，通常時の隔離された系統構成から重大事故等対処設備

としての系統構成に速やかに切り替えが可能な設計とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，パラメータ

を監視するにあたり，重大事故等が発生した場合，操作場所である中

央制御室待避室において，一般のコンピュータと同様に電源スイッチ

を操作することにより，確実に監視を行うことが可能な設計とする。 

また，プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，人力

による持ち運びが可能であるとともに，保管場所である中央制御室に

て保管ラックと固縛する等により転倒防止対策を実施する。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の操作は，重大事故等時において，

中央制御室内及び中央制御室待避室内の環境条件を考慮の上，中央制

御室内及び中央制御室待避室内にて操作が可能な設計とする。操作場

所である中央制御室内及び中央制御室待避室内は，十分な操作空間を

確保する。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，付属の操作スイッチ（スイッ

チ操作）により容易かつ確実に操作ができる設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，人力による持ち運びができる

とともに，必要により保管場所である中央制御室内にて保管ケースに
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よる固縛等により転倒防止対策が可能な設計とする。 

差圧計は，重大事故等時において，容易かつ確実に指示を監視する

ことが可能な設計とする。 

表 3.16-9 に操作対象機器を示す。 

（59-3） 
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表 3.16-9 操作対象機器 

機器名称 操作内容 操作場所 操作方法 

チャコール・フィルタ・ 

ブースタ・ファン 
停止⇒起動 

制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

中央制御室外気取入調

節弁 

開⇒閉 

閉⇒調整開 

調整開⇒閉 

制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

中央制御室給気 

外側隔離弁 

開⇒閉 
制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

閉⇒開 
廃棄物処理 

建物２階 
手動操作 

中央制御室給気 

内側隔離弁 

開⇒閉 
制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

閉⇒開 
廃棄物処理 

建物２階 
手動操作 

中央制御室排気 

外側隔離弁 
開⇒閉 

制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

中央制御室排気 

内側隔離弁 
開⇒閉 

制御室建物４階 

中央制御室 
スイッチ操作 

中央制御室待避室 

空気ボンベ操作弁 
閉⇒開 

廃棄物処理建物 

１階 
手動操作 

中央制御室待避室 

流量調節弁 
閉⇒調整開 

制御室建物４階 

中央制御室待避

室 

手動操作 

中央制御室待避室 

空気供給出口止め弁 
閉⇒開 

制御室建物４階 

中央制御室待避

室 

手動操作 

プラントパラメータ 

監視装置 

（中央制御室待避室） 

起動・停止 

（パラメー

タ監視） 

制御室建物４階 

中央制御室待避

室 

スイッチ操作 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽は，表 3.16-10 に示すよ

うに発電用原子炉の運転中又は停止中に外観検査が可能な設計とする。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽は，外観検査として，目

視により機能・性能に影響を与えうる傷，割れ等がないことについて

外観確認が可能な設計とする。 

 

表 3.16-10 中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽の検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は 

停止中 
外観検査 傷，割れ等の外観の確認 

 

中央制御室換気系は，表 3.16-11 に示すように発電用原子炉の運転

中又は停止中に機能・性能試験及び外観検査が可能な設計とする。ま

た，中央制御室換気系の再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブ

ースタ・ファン及び非常用チャコール・フィルタ・ユニットは，発電

用原子炉の停止中に分解検査及び外観検査が可能な設計とする。 

中央制御室換気系の再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブ

ースタ・ファンは，発電用原子炉の停止中にケーシングカバーを取り

外して，ファン部品（主軸，羽根車）の状態を確認する分解検査が可

能な設計とする。 

中央制御室換気系を運転するために必要な操作対象弁（中央制御室

外気取入調節弁，中央制御室給気外側隔離弁，中央制御室給気内側隔

離弁，中央制御室排気外側隔離弁，中央制御室排気内側隔離弁）は，

発電用原子炉の停止中に開閉動作試験可能な構成とすることで，弁動

作試験が可能な設計とする。また，発電用原子炉の運転中及び停止中

に，中央制御室換気系の再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・

ブースタ・ファンを起動させ，中央制御室を正圧化する試験を行うこ

とで，中央制御室換気系の機能・性能及び漏えいの有無の確認が可能

な設計とする。 
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表 3.16-11 中央制御室換気系の試験及び検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 

再循環用ファン及びチャコール・フィル

タ・ブースタ・ファンの運転性能の確認 

外観検査 中央制御室換気系の表面状態の外観確認 

停止中 

機能・性能試験 

再循環用ファン及びチャコール・フィル

タ・ブースタ・ファンの運転性能の確認 

中央制御室の正圧化試験 

分解検査 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・

ブースタ・ファン及び非常用チャコール・

フィルタ・ユニット部品の表面状態を試験

及び目視により確認 

外観確認 中央制御室換気系の表面状態の外観確認 

 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，表 3.16-12 に示す

ように発電用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験及び外観検

査が可能な設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，機能・性能試験と

して空気ボンベ残圧の確認により空気ボンベ容量確認を行えるととも

に，外観検査として目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，

割れ等がないことについて外観確認が可能な設計とする。 

 

表 3.16-12 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の試験及び検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中 

機能・性能試験 空気ボンベ残圧の確認 

外観確認 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ）の表面状態の外観の確認 

停止中 

機能・性能試験 
空気ボンベ残圧の確認 

中央制御室待避室の正圧化試験 

外観確認 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボン

ベ）の表面状態の外観の確認 
 

また，中央制御室及び中央制御室待避室は，発電用原子炉停止中に

機能・性能試験が可能な設計とする。 

中央制御室及び中央制御室待避室は，機能・性能試験として，中央

制御室バウンダリ及び中央制御室待避室内を正圧化した状態において

差圧測定を行うことにより，気密性能確認が可能な設計とする。 
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差圧計は，表 3.16-13 に示すように発電用原子炉の運転中又は停止

中において，機能・性能試験及び外観検査が可能な設計とする。 

差圧計は，機能・性能試験として計器単品での点検・校正が可能で

あり，また，中央制御室バウンダリ及び中央制御室待避室の正圧化機

能確認時に合わせて指示値の確認が可能な設計とする。また，外観検

査として，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等が

ないことについて外観確認を行うことが可能な設計とする。 

（59-5） 

 

表 3.16-13 差圧計の試験及び検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 
差圧計単体の点検・校正 

正圧化機能確認時の性能検査 

外観確認 機器表面状態の外観の確認 

 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，表 3.16-14 に示すように発電

用原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験及び外観検査が可能な

設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，校正ガスによる指示値等の確

認により機能・性能試験を行える設計とする。また，外観検査として、

目視により性能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れ等がないことに

ついて外観確認を行うことが可能な設計とする。 

（59-5） 

 

表 3.16-14 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の試験及び検査 

原子炉の 

状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 校正ガスによる性能試験 

外観検査 外観の確認 

 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，表 3.16-15

に示すとおり，発電用原子炉の運転中又は停止中に，機能・性能試験

及び外観の確認が可能な設計とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，機能・性能

試験としてプラントパラメータの表示機能の確認が可能な設計とする。

また，外観検査として，目視により性能に影響を及ぼすおそれのある

傷，割れ等がないことについて外観確認が可能な設計とする。 
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表 3.16-15 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の試験 

及び検査 

原子炉の 

状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 
機能（プラントパラメータの表示）の 

確認 

外観点検 外観の確認 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する

設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる

機能を備えるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体のコンクリート構造とする。

本来の用途である遮蔽以外の用途として使用することはなく，中央制

御室の使用にあたり，重大事故等時において，切り替えることなく使

用できる設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は，本来の用途である遮蔽以外の用途として

使用することはなく，中央制御室待避室の使用にあたり重大事故等時

において切り替えることなく使用できる設計とする。 

中央制御室換気系は，想定される重大事故等時において，設計基準

事故対処設備として使用する場合の系統構成から重大事故等対処設備

としての系統構成に速やかに切替えて使用する。なお，当該系統の使

用にあたり切り替え操作が必要となることから，速やかに切り替え操

作が可能なように，系統に必要な弁等を設ける。中央制御室換気系の

起動のタイムチャートを，第 3.16-3 図に示す。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），差圧計，酸素濃度計，

二酸化炭素濃度計及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避

室）は，通常時に使用する設備ではなく，重大事故等時において，他

の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の空気を供給するため

に必要な操作対象弁（空気ボンベ操作弁，流量調節弁，空気供給出口

止め弁）は,重大事故等時において，現場及び中央制御室待避室での弁

操作により，通常時の隔離された系統構成から重大事故等対処設備と

しての系統構成に速やかに切替えが可能な設計とする。 

中央制御室換気系弁（中央制御室外気取入調節弁，中央制御室給気
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外側隔離弁，中央制御室給気内側隔離弁，中央制御室排気内側隔離弁，

中央制御室排気外側隔離弁）は，中央制御室でスイッチ操作又は現場

での手動操作を行うことにより，重大事故等時において,速やかな切替

え操作が可能な設計とする。 
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図 3.16-3 「大 LOCA＋注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シーケンス 

居住性を確保するための設備及び運転員の被ばくを低減する

ための設備のタイムチャート＊ 

※：「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」

への適合状況について（個別手順）の 1.16 で示すタイムチャート 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 給水・復水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転から循環運転への切替操作

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　循環運転から加圧運転への切替操作 5分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視

解析上考慮せず

格納容器ベント前に大型送水ポンプ車の流量を調整

し，緊急時対策所へ待避。流量調整することで待避中

も燃料補給が不要となる。

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ ディーゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 水素濃度測定装置準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

4人

B,C,D,E

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

― 2時間

― 2時間

（2人）

B,C

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

タンクローリ残量に応じて適宜ディーゼル燃料貯蔵タ

ンクから補給。

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。待避解除は作業エリアの放射線

量測定後となる。
―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 2時間30分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
― 1時間40分

（2人）

B,C
1時間40分

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
　　　　　　　　　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　　　　　　　　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―

（2人）

a,b

　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

　　注水継続 適宜実施

輪谷貯水槽（西）から低圧原

子炉代替注水槽への補給

―
14人

a～n

10分

― 2時間10分

― 　　　　　　注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続

― 　　10時間

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室換気系

運転モード切替

― 5分

―

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

2人

B,C

10分

35分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

―

― 10分

― 25分

交流電源回復操作
― 解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　

通報連絡等を行う

要員

42 43 5 6 731 32 33 34 40 4125 26 27 28 29 3011 12 22 23 245 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体のコンクリート構造物とし，

倒壊等により他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は，制御室建物内に設置し，倒壊等により他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

中央制御室換気系，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），差

圧計，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，他の設備から独立して使

用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

中央制御室換気系のファンは，運転中にインペラが破損したとして

も，飛散しない設計とする。 

中央制御室換気系は中央制御室換気系弁（中央制御室外気取入調節

弁，中央制御室排気内側隔離弁，中央制御室排気外側隔離弁，中央制

御室給気内側隔離弁，中央制御室給気外側隔離弁）の開閉操作によっ

て，通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成及び

系統隔離が可能とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），酸素濃度計及び二酸化

炭素濃度計は，固定することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

（59-2,59-3） 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備

の操作及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるお

それが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適

切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

重大事故等時に操作が必要な機器の設置場所，操作場所を表

3.16-16 に示す。 

中央制御室遮蔽は，制御室建物と一体のコンクリート構造とし，操

作を必要としない設計とする。 

中央制御室待避室遮蔽は制御室建物内に設置し，操作を必要としな

い設計とする。 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン，中央

制御室換気系弁（中央制御室外気取入調節弁，中央制御室排気内側隔

離弁，中央制御室排気外側隔離弁，中央制御室給気内側隔離弁，中央

制御室給気外側隔離弁）は，廃棄物処理建物２階に設置し，想定され

る重大事故等時における環境条件及び荷重条件を考慮した設計とする。 

非常用チャコール・フィルタ・ユニットは，廃棄物処理建物２階に

設置し，重大事故時に操作及び作業を必要としない設計とする。 

酸素濃度計，二酸化炭素濃度計，差圧計，中央制御室待避室正圧化

装置（空気ボンベ）は，制御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置し，

想定される重大事故等時における環境条件及び荷重条件を考慮した設

計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），中央制御室換気系弁（中

央制御室外気取入調節弁，中央制御室排気内側隔離弁,中央制御室排気

外側隔離弁，中央制御室給気内側隔離弁，中央制御室給気外側隔離弁），

差圧計，酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及びプラントパラメータ監視

装置（中央制御室待避室）の接続及び操作は，想定される重大事故等

時において，設置場所で操作可能な設計とする。 

（59-3,59-8） 
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表 3.16-16 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

再循環用ファン 廃棄物処理建物２階 
制御室建物４階 

中央制御室 

チャコール・フィルタ・ 

ブースタ・ファン 
廃棄物処理建物２階 

制御室建物４階 

中央制御室 

差圧計 

制御室建物４階 

中央制御室及び 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室及び中央

制御室待避室 

酸素濃度計 

制御室建物４階 

中央制御室及び 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室及び中央

制御室待避室 

二酸化炭素濃度計 

制御室建物４階 

中央制御室及び 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室及び中央

制御室待避室 

プラントパラメータ監視装

置（中央制御室待避室） 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 

中央制御室外気取入調節弁 廃棄物処理建物２階 
制御室建物４階 

中央制御室 

中央制御室給気内側隔離弁 廃棄物処理建物２階 

制御室建物４階 

中央制御室及び廃棄

物処理建物２階 

中央制御室給気外側隔離弁 廃棄物処理建物２階 

制御室建物４階 

中央制御室及び廃棄

物処理建物２階 

中央制御室排気内側隔離弁 廃棄物処理建物２階 
制御室建物４階 

中央制御室 

中央制御室排気外側隔離弁 廃棄物処理建物２階 
制御室建物４階 

中央制御室 

中央制御室待避室 

空気ボンベ操作弁 
廃棄物処理建物１階 廃棄物処理建物１階 

中央制御室待避室 

空気流量調節弁 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 

中央制御室待避室 

空気供給出口止め弁 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 

制御室建物４階 

中央制御室待避室 
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3.16.2.2.4 設置許可基準規則第 43 条第 2 項への適合状況 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽は，中央制御室換気系及

び中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の機能とあいまって，

運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した

事故シーケンスにおいても，運転員の実効線量が７日間で 100mSv を超

えないようにするために必要な遮蔽性を確保可能な設計とする。 

中央制御室換気系の再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブ

ースタ・ファンは，中央制御室の居住性を確保することを目的として

使用するものであり，設計基準事故対処設備としての容量等の仕様が，

運転員の放射線被ばくを防止するとともに中央制御室内の換気をする

ために必要となる容量等の仕様に対して十分であることから，設計基

準事故対処設備の容量と同仕様の設計とする。 

非常用チャコール・フィルタ・ユニットは，中央制御室の居住性を

確保することを目的として使用するものであり，設計基準事故対処設

備としての放射性物質の除去効率及び吸着能力が，運転員を過度の放

射線被ばくから防護するために必要となる放射性物質の除去効率及び

吸着能力に対して十分であることから，設計基準事故対処設備と同仕

様の設計とする。 

差圧計は，中央制御室内と外気，中央制御室待避室内と中央制御室

内との差圧確保に必要な管理値を上回る範囲で測定可能な設計とする。 

(59-10) 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただ

し，二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の

発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内

の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限

りでない。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

中央制御室の居住性を確保するための設備である中央制御室遮蔽，

中央制御室待避室遮蔽，中央制御室換気系，差圧計及びプラントパラ
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メータ監視装置（中央制御室待避室）は，二以上の発電用原子炉施設

と共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第43条第2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備

の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な

措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等に

ついて」に示す。 

中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室は，自然現象として考慮する

津波，風(台風)，竜巻，低温，積雪，降水，落雷，地滑り，火山の影

響，生物学的事象による影響及び外部人為事象として考慮する火災・

爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災），有毒ガ

ス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷

の防止が図られた制御室建物内に設置する設計とする。 

中央制御室換気系は，自然現象として考慮する津波，風(台風)，竜

巻，低温，積雪，降水，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象に

よる影響及び外部人為事象として考慮する火災・爆発（森林火災，近

隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災），有毒ガス，船舶の衝突及び

電磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた制

御室建物内及び廃棄物処理建物内に設置する設計とする。 

中央制御室換気系は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流動

力電源設備からの給電により駆動できることで，非常用交流電源設備

からの給電に対して多様性を有する設計とする。 
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3.16.2.2.5 設置許可基準規則第 43 条第 3 項への適合状況 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のあ

る容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，中央制御室待避室

内の運転員の窒息を防止するとともに，中央制御室待避室を正圧化し，

給気ライン以外からの中央制御室待避室内への外気の流入を一定時間

遮断するために十分な空気ボンベ容量を確保する設計とする。 

空気ボンベの本数は，必要な空気ボンベ容量を有する本数に加え，

保守点検又は故障時の予備として自主的に十分に余裕のある容量を有

する設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，中央制御室内及び中央制御室

待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が活動に支障がない範囲であ

ることの測定が可能なものを，各１個を１セットとし，中央制御室及

び中央制御室待避室において各１セット使用する。保管数は，故障時

及び保守点検による待機除外時のバックアップ用として１セットを加

えた合計３セットを中央制御室内に保管する。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，重大事故等

発生時，中央制御室待避室に待避中に継続的にプラントパラメータを

監視するために必要なデータを表示が可能なものを１台使用する。保

管数は，１個に加えて故障時及び保守点検による待機除外時のバック

アップ用として１台を加えた合計２個を保管する。 

（59-6，59-8） 

 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発

電用原子炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）

と接続するものにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続する

ことができ，かつ，二以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用

することができるよう，接続部の規格の統一その他の適切な措置を講

じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，系統に接続した状

態で保管し，使用のための接続を伴わない設計とする。 
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酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，他の設備から独立して単独で

使用可能なことにより，使用のための接続を伴わない設計とする。 

（59-3） 

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続するこ

とができなくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原

子炉建屋の外から水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれ

ぞれ互いに異なる複数の場所に設けるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等

について」に示す。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），酸素濃度計，二酸化炭

素濃度計及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，

可搬型重大事故等対処設備（原子炉建物の外から水又は電力を供給す

るものに限る。）に該当しないことから対象外とする。 

（59-3） 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対

処設備を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができる

よう，放射線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所

への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は放射線量の高くなるおそれの少

ない中央制御室内及び中央制御室待避室内に設置し，設置場所で操作

可能な設計とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は放射線量の高

くなるおそれの少ない中央制御室待避室内に設置し，設置場所で操作

可能な設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，系統に接続した状

態で保管し，使用のための接続を伴わない設計とし，放射線量の高く

なるおそれの少ない制御室建物内の操作弁設置場所で操作可能な設計

とする。 

（59-3） 
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(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備の配置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と

異なる保管場所に保管すること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

酸素濃度計，二酸化炭素濃度計，プラントパラメータ監視装置（中

央制御室待避室）及び中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，

風（台風），竜巻，低温，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生

物学的事象，火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空

機墜落火災），有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，外部か

らの衝撃による損傷の防止が図られた制御室建物及び廃棄物処理建物

内に保管する設計とする。 

（59-7） 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等

対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等

内の道路及び通路が確保できるよう，適切な措置を講じたものである

こと。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，使用場所及び保管場所が中央

制御室及び中央制御室待避室のため，重大事故等が発生した場合にお

いて確実なアクセスが可能な設計とする。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，自然現象として考

慮する津波，風（台風），竜巻，低温，積雪，降水，落雷，地滑り，火

山の影響，生物学的事象による影響及び外部人為事象として考慮する

火災・爆発（森林火災，近隣工場等の火災・爆発，航空機墜落火災），

有毒ガス，船舶の衝突及び電磁的障害に対して，外部からの衝撃によ

る損傷の防止が図られた制御室建物内及び廃棄物処理建物内に保管し，

地震時の迂回路も考慮して複数の屋内アクセスルートを確保する設計

とする。なお，アクセスルートでの被ばくを考慮した放射線防護具を

着用することとし，運用については，「技術的能力説明資料 1.0 重大

事故等対策における共通事項」に，火災防護については，「2.2 火災
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による損傷の防止（設置許可基準規則第 41 条に対する設計方針を示

す章）」に示す。 

（59-3，59-8） 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故等防止設備との多様性（設置

許可基準規則第 43 条第 3 項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計

基準事故対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは

注水機能又は常設重大事故防止設備の重大事故等に至るおそれがある

事故に対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそ

れがないよう，適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性  

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），プラントパラメータ監

視装置（中央制御室待避室），酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，同

一目的の重大事故対処設備又は代替する機能を有する設計基準対象施

設はない。 

なお，中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ），酸素濃度計，二

酸化炭素濃度計及びプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）

は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた中央制御室内及び中

央制御室待避室内に固縛して保管することで可能な限り頑健性を有す

る設計とする。 

（59-3，59-4，59-7） 
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3.16.2.3 運転員の被ばくを低減するための設備 

3.16.2.3.1 設備概要 

非常用ガス処理系は，炉心の著しい損傷が発生し，原子炉格納容器から

原子炉建物原子炉棟内に放射性物質を含む気体が漏えいした場合において，

原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持するとともに，排気管を通して原子炉

建物外に排気することで，運転員の被ばくを低減することを目的として使

用する。なお，本設備を用いることで，緊急時対策要員の現場作業におけ

る被ばくを低減することも可能である。 

本設備は，非常用ガス処理系排気ファン，原子炉建物燃料取替階ブロー

アウトパネル閉止装置，電源設備（常設代替交流電源設備又は可搬型代替

交流動力電源設備），計測設備（非常用ガス処理系統流量，原子炉建物外

気差圧），流路である前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置，非常用ガ

ス処理系配管及び弁並びに排気管から構成される。 

本設備の系統概要図を図3.16-4，重大事故等対処設備一覧を表3.16-17

に示す。 

非常用ガス処理系は，非常用ガス処理系排気ファン２台のうち１台によ

り原子炉建物原子炉棟内を水柱約 6mm の負圧に保ち，原子炉建物原子炉棟

内空気を 100%／day で処理する能力をもっている。また，本系統により排

気する気体は，排気管を通して地上高さ約 120m の排気口から放出する設計

とする。 

非常用ガス処理系の操作に当たっては，自動起動インターロック条件成

立時における非常用Ｍ／Ｃ及び非常用Ｃ／Ｃの常設代替交流動力電源設備

又は可搬型代替交流動力電源設備からの受電操作による自動起動，もしく

は中央制御室からの非常用ガス処理系排気ファン操作スイッチの手動操作

により運転を行う。 

炉心の著しい損傷が発生した状態で非常用ガス処理系の機能を期待す

る場合には，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開口部に設置する

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置により原子炉建物の気

密性を確保することが可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，開閉状態を中央

制御室にて確認可能な設計とし，中央制御室から遠隔操作可能な設計とす

る。また，現場において人力による操作が可能な設計とする。 
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表 3.16-17 運転員の被ばくを低減するための設備に関する重大事故等対処

設備一覧 

設備区分 設備名 

主要設備 

非常用ガス処理系排気ファン【常設】 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置

【常設】 

附属設備 ― 

水源 ― 

流路 

前置ガス処理装置【常設】 

後置ガス処理装置【常設】 

非常用ガス処理系 配管・弁【常設】 

排気管【常設】 

原子炉建物原子炉棟【常設】 

注水先 ― 

電源設備※１ 

（燃料補給設備

を含む） 

非常用交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機（設計基準拡張）【常設】 

常設代替交流電源設備 

ガスタービン発電機【常設】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

ガスタービン発電機用サービスタンク【常設】 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備 

高圧発電機車【可搬型】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】 

計装設備 
非常用ガス処理系統流量【常設】 

原子炉建物外気差圧【常設】 

※1：単線結線図を補足説明資料59-2 に示す。 

電源設備については「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に対

する設計方針を示す章）」で示す。  
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3.16.2.3.2 主要設備の仕様 

(1) 非常用ガス処理系排気ファン 

種類  ：遠心式 

容量  ：約4,400m3/h/台（原子炉建物原子炉棟内 

空気を１日１回換気できる量） 

最高使用圧力 ：0.02MPa 

最高使用温度 ：66℃ 

台数 ：１（予備１） 

取付箇所  ：原子炉建物 ３階 

原動機の出力  ：22kW 

 

(2) 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置 

個数 ：２ 
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3.16.2.3.3 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 

3.16.2.3.3.1 設置許可基準規則第 43 条第 1 項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重

その他の使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能

を有効に発揮するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

非常用ガス処理系排気ファンは，原子炉建物原子炉棟内に設置する

設備であることから，想定される重大事故等時における，原子炉建物

原子炉棟内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮

することができるよう，以下の表 3.16-18 に示す設計とする。なお，

非常用ガス処理系に流入する気体の水素濃度は，保守的な条件におい

ても約 0.03%であるため，水素が燃焼する濃度である４%に到達するこ

とはなく水素爆発は生じない。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，原子炉建物

原子炉棟の気密バウンダリの一部として原子炉建物原子炉棟内に設置

する設備であることから，想定される重大事故等時における原子炉建

物原子炉棟内及び屋外の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を

有効に発揮することができるよう，表 3.16-18 に示す設計とする。 

非常用ガス処理系排気ファンの操作は，中央制御室の操作スイッチ

から遠隔操作可能な設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の操作は，中央

制御室の操作スイッチから遠隔操作可能な設計とする。 

（59-3，59-12） 
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表 3.16-18 想定する環境条件及び荷重条件 

環境条件等 対応 

温度・圧力・ 

湿度・放射線 

非常用ガス処理系排気ファンは，原子炉建物原子炉棟

内で想定される温度，圧力，湿度及び放射線強度に耐

えられる性能を確認した機器を使用する。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置

は，原子炉建物原子炉棟内及び屋外で想定される温

度，圧力，湿度及び放射線強度に耐えられる性能を確

認した機器を使用する。 

屋外の天候による

影響 

非常用ガス処理系排気ファンは，屋外に設置するもの

ではないため，天候による影響は受けない。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置

は，降水及び凍結により機能を損なうことのない設計

とする。 

海水を通水する 

系統への影響 

海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組合せを考慮した上で機器が損

傷しないことを確認する（詳細は「2.1.2 耐震設計の

基本方針」に示す）。 

風（台風）・ 

積雪 

非常用ガス処理系排気ファンは，原子炉建物原子炉棟

内に設置するため，風（台風）及び積雪の影響は受け

ない。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置

は，屋外で想定される風荷重及び積雪荷重を考慮し

て，その機能が損なわれない設計とする。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても，電磁波により

その機能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用ガス処理系の起動操作は，自動起動インターロック条件成立

時における非常用Ｍ／Ｃ及び非常用Ｃ／Ｃの常設代替交流動力電源設

備又は可搬型代替交流動力電源設備からの受電操作による自動起動，

もしくは中央制御室からの非常用ガス処理系排気ファン操作スイッチ

の手動操作により実施する。手動操作の場合には，Ｒ／Ｂ給排気隔離

弁の全閉操作及びＲ／Ｂ連絡弁の全開操作を実施し，非常用ガス処理

系排気ファン操作スイッチを「起動」にすることで，非常用ガス処理

系排気ファンが起動する。非常用ガス処理系排気ファンが起動するこ

とによって，非常用ガス処理系排気ファン入口弁及び非常用ガス処理

系入口弁が「閉」から「全開」となり，非常用ガス処理系出口弁が「閉」

から「調整開」となる。自動起動の場合も起動シーケンスは同一であ

る。なお，系統流量低下による停止インターロックはない。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，中央制御室

から遠隔操作又は現場において人力による操作が可能な設計とする。 

中央制御室の操作スイッチを操作するにあたり，運転員の操作性を

考慮して十分な操作空間を確保する。また，操作対象については銘板

をつけることで識別可能とし，運転員の操作及び監視性を考慮して確

実に操作できる設計とする。 

表 3.16-19 に操作対象機器を示す。 

 

（59-3） 
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表 3.16-19 操作対象機器 

機器名称 状況の変化 操作場所 操作方法 

非常用ガス処理系 

排気ファン（A） 
停止→起動 中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

排気ファン（B） 
停止→起動 中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

入口弁（A） 
弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

入口弁（B） 
弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

出口弁（A） 

弁閉→弁調

整開 
中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

出口弁（B） 

弁閉→弁調

整開 
中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

排気ファン入口弁（A） 
弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

非常用ガス処理系 

排気ファン入口弁（B） 
弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

R/B 連絡弁（A） 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

R/B 連絡弁（B） 弁閉→弁開 中央制御室 スイッチ操作 

R/B 給排気隔離弁 弁開→弁閉 中央制御室 スイッチ操作 

原子炉建物燃料取替階ブ

ローアウトパネル閉止装

置 

開→閉 

中央制御室 スイッチ操作 

原子炉建物４階 人力操作 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1 項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，発電用原子炉の運転中又は停止中

に試験又は検査ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用ガス処理系は，表 3.16-20 に示すように発電用原子炉の運転

中又は停止中に機能・性能試験，及び弁動作試験が可能な設計とする。

また，非常用ガス処理系排気ファンは，発電用原子炉の停止中に分解

検査，及び外観検査が可能な設計とする。 

非常用ガス処理系の非常用ガス処理系排気ファンは，発電用原子炉

の停止中にケーシングカバーを取り外して，排気ファン部品（主軸，

羽根車）の状態を確認する分解検査が可能な設計とする。 

非常用ガス処理系を運転するために必要な操作対象弁（非常用ガス

処理系入口弁，非常用ガス処理系出口弁，非常用ガス処理系排気ファ

ン入口弁，Ｒ／Ｂ連絡弁，Ｒ／Ｂ給排気隔離弁）は，発電用原子炉の

運転中又は停止中に開閉動作試験可能な構成とすることで，弁動作試

験が可能な設計とする。また，発電用原子炉の運転中及び停止中に，

非常用ガス処理系排気ファンを起動させ，排気管へ排気する試験を行

うことで，非常用ガス処理系の機能・性能及び漏えいの有無の確認が

可能な設計とする。 

運転性能の確認として，非常用ガス処理系排気ファンの流量，系統

（排気ファン廻り）の振動，異音，異臭及び漏えいの確認が可能な設

計とする。 

非常用ガス処理系排気ファン部品の表面状態の確認として，浸透探

傷検査により性能に影響を及ぼす指示模様がないこと，目視により性

能に影響を及ぼすおそれのある傷，割れなどがないことの確認が可能

な設計とする。 

前置ガス処理装置のうち加熱コイルは，機能・性能試験として，絶

縁抵抗及びエレメント抵抗について測定を行うことが可能な設計とす

る。 

（59-5） 
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表 3.16-20 非常用ガス処理系の試験及び検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 

非常用ガス処理系排気ファン部品

の表面状態を試験及び目視により

確認 

外観検査 
非常用ガス処理系排気ファンの外

観の確認 

 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，表 3.16-21

に示すように，発電用原子炉の運転中又は停止中に外観検査を，また，

発電用原子炉の停止中に性能試験が可能な設計とする。 

 

表 3.16-21 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の試験及び

検査 

原子 

炉の状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 
外観検査 

原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネル閉止装置の外観の確

認 

停止中 機能・性能試験 

原子炉建物燃料取替階ブローア

ウトパネル閉止装置の動作状態

の確認 

 

(4) 切替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1 項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する

設備にあっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる

機能を備えるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

非常用ガス処理系は，想定される重大事故等時において，設計基準

事故対処設備として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設

備として使用する。 
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なお，当該系統の使用にあたり切り替え操作が必要となることから，

速やかに切り替え操作が可能なように，系統に必要な弁等を設ける。 

非常用ガス処理系の起動のタイムチャートを図 3.16-3 に示す。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，本来の用途

以外の用途として使用しない設計とする。 

（59-4） 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1 項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

非常用ガス処理系は，設計基準事故対処設備として使用する場合と

同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。なお，非常用ガス処理系に流

入する気体には水素が含まれるが，流入する気体の水素濃度は保守的

な条件においても約 0.03%であり水素が燃焼する濃度である 4%に到達

することはないこと，及び，非常用ガス処理系の運転中においては強

制的に水素を含む気体を屋外に排出すること等により水素爆発を防止

する機能を有していると評価できること，並びに，非常用ガス処理系

の停止中においては系統内に流入した水素は継続的に供給されず，ま

た，拡散により局所的に滞留しないことから可燃限界以上の濃度にな

らないため，非常用ガス処理系は水素爆発を生じる可能性はなく，他

の設備に対して悪影響を及ぼさない。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，他の設備か

ら独立して使用が可能なことで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。また，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，

閉動作により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（59-4,59-12,59-13） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1 項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備

の操作及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるお

それが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適

切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 
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非常用ガス処理系，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止

装置の操作が必要な機器の設置場所，操作場所を表 3.16-22 に示す。 

非常用ガス処理系排気ファン，非常用ガス処理系排気ファン入口弁，

非常用ガス処理系入口弁，非常用ガス処理系出口弁，前置ガス処理装

置の加熱コイルは，原子炉建物原子炉棟内に設置されている設備であ

るが，操作位置である中央制御室は放射線量が高くなるおそれが少な

いため操作が可能である。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，原子炉建物

原子炉棟内に設置し，放射線量が高くなるおそれの少ない中央制御室

から操作が可能な設計とする。 

（59-3） 

 

表 3.16-22 操作対象機器設置場所 

機器名称 設置場所 操作場所 

非常用ガス処理系排気ファン（A） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系排気ファン（B） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系入口弁（A） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系入口弁（B） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系出口弁（A） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系出口弁（B） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系排気ファン入口弁（A） 原子炉建物 3階 中央制御室 

非常用ガス処理系排気ファン入口弁（B） 原子炉建物 3階 中央制御室 

R/B 連絡弁（A） 原子炉建物 3階 中央制御室 

R/B 連絡弁（B） 原子炉建物 3階 中央制御室 

R/B 給排気隔離弁 原子炉建物 2階 中央制御室 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネ

ル閉止装置 
原子炉建物 4階 

中央制御室 

原子炉建物 

４階 
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3.16.2.3.3.2 設置許可基準規則第43条第2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

非常用ガス処理系の非常用ガス処理系排気ファンは，運転員の被ば

くを低減することを目的として使用するものであり，設計基準事故対

処設備としての容量等の仕様が，原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持

し，排気管を通して原子炉建物外に排気するために必要となる容量等

の仕様に対して十分であることから，設計基準事故対処設備の容量と

同仕様の設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，重大事故等

時において，運転員を過度の被ばくから防護するために必要な容量を

有する設計とする。 

（59-6） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2 項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただ

し，二以上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の

発電用原子炉施設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内

の他の発電用原子炉施設に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限

りでない。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 

非常用ガス処理系の非常用ガス処理系排気ファン及び原子炉建物燃

料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，二以上の発電用原子炉施設

において共用しない設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第43条第2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備

の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な

措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」

に示す。 
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非常用ガス処理系の非常用ガス処理系排気ファン及び原子炉建物燃

料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，重大事故緩和設備であり，

同一目的の重大事故等対処設備はない。 

非常用ガス処理系は，常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流動

力電源設備からの給電により駆動できることで，非常用交流電源設備

からの給電に対して多様性を有する設計とする。 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，重大事故緩

和設備であり，同一目的の設計基準事故対処設備はない。 



 

3.19 通信連絡を行うために必要な設備【62条】 

【設置許可基準規則】 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第六十二条 発電用原子炉施設には、重大事故等が発生した場合において当該発

電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うた

めに必要な設備を設けなければならない。 

（解釈） 

１ 第６２条に規定する「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のあ 

る場所と通信連絡を行うために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

と同等以上の効果を有する措置を行うための設備をいう。 

ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの

給電を可能とすること。 
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3.19.1 設置許可基準規則第 62 条への適合方針 

重大事故等が発生した場合において，発電所の内外の通信連絡をする必要があ

る場所と通信連絡を行うために必要な通信連絡設備を設置又は保管する。 

 

(1) 発電所内の通信連絡を行うための設備 

重大事故等が発生した場合において，発電所内の通信連絡をする必要のある場

所と通信連絡を行うための通信連絡設備（発電所内），緊急時対策所へ重大事故

等に対処するために必要なデータを伝送できる安全パラメータ表示システム（Ｓ

ＰＤＳ）及び計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共

有するための通信連絡設備（発電所内）を設ける。 

 

(ⅰ) 通信連絡設備（発電所内） （設置許可基準解釈の第1項ａ） 

重大事故等が発生した場合において，発電所内の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うための通信連絡設備（発電所内）として，衛星電話設備，

無線通信設備及び有線式通信設備を設置又は保管する設計とする。 

衛星電話設備のうち衛星電話設備（携帯型）及び無線通信設備のうち無線通

信設備（携帯型）は，緊急時対策所に保管する設計とする。 

有線式通信設備は，中央制御室付近の廃棄物処理建物に保管する設計とする。 

衛星電話設備のうち衛星電話設備（固定型）及び無線通信設備のうち無線通

信設備（固定型）は，中央制御室及び緊急時対策所に設置し，屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計とする。また，衛星電

話設備及び無線通信設備のうち中央制御室内に設置する衛星電話設備（固定

型）及び無線通信設備（固定型）は，中央制御室待避室にも設置し使用できる

設計とする。 

衛星電話設備及び無線通信設備のうち中央制御室に設置する衛星電話設備

（固定型）及び無線通信設備（固定型）は，非常用交流電源設備に加えて，全

交流動力電源が喪失した場合においても，代替電源設備である常設代替交流電

源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電が可能な設計とする。 

衛星電話設備及び無線通信設備のうち緊急時対策所に設置する衛星電話設

備（固定型）及び無線通信設備（固定型）は，全交流動力電源が喪失した場合

においても，非常用交流電源設備に加えて，代替電源設備として緊急時対策所

近傍に設置している代替交流電源設備である緊急時対策所用発電機からの給

電が可能な設計とする。 

衛星電話設備のうち衛星電話設備（携帯型），無線通信設備のうち無線通信

設備（携帯型）及び有線式通信設備は，充電式電池又は乾電池を使用する設計

とする。 

充電式電池を用いるものについては，別の端末又は予備の充電式電池と交換

することにより７日間以上継続して通話を可能とし，使用後の充電式電池は，

緊急時対策所の電源から充電することができる設計とする。 
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また，乾電池を用いるものについては，予備の乾電池と交換することにより，

７日間以上継続して通話ができる設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・衛星電話設備（固定型）

・衛星電話設備（携帯型）

・無線通信設備（固定型）

・無線通信設備（携帯型）

・有線式通信設備（有線式通信機）

・常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）（3.14 電源設備【57 条】）

・可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）（3.14 電源設備【57 条】）

・緊急時対策所用発電機（3.18 緊急時対策所【61 条】）

常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）については，「3.14 電源設備」

に記載する。 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）については，「3.14 電源設備」に

記載する。 

緊急時対策所用発電機は「3.18 緊急時対策所」に記載する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用する。 

(ⅱ) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）（設置許可基準解釈の第1項ａ） 

緊急時対策所へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するため

の設備として，ＳＰＤＳデータ収集サーバ，ＳＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳ

データ表示装置で構成する安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）を設置す

る設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ収集サーバ

は廃棄物処理建物に設置し，ＳＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示装置

は緊急時対策所に設置する設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ収集サーバ

は，非常用交流電源設備に加えて，全交流動力電源が喪失した場合においても，

代替電源設備である常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備から

の給電が可能な設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳ伝送サーバ及びＳ

ＰＤＳデータ表示装置は，非常用交流電源設備に加えて，全交流動力電源が喪

失した場合においても，代替電源設備である緊急時対策所用発電機からの給電

が可能な設計とする。 
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主要な設備は，以下のとおりとする。 

・安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

（ＳＰＤＳデータ収集サーバ，ＳＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示

装置） 

・常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）（3.14 電源設備【57 条】）

・可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）（3.14 電源設備【57 条】）

・緊急時対策所用発電機（3.18 緊急時対策所【61 条】）

常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）については，「3.14 電源設備」

に記載する。 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）については，「3.14 電源設備」に

記載する。 

緊急時対策所用発電機は「3.18 緊急時対策所」に記載する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用する。 

(ⅲ) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有す

る通信連絡設備（発電所内） 

計測等を行った特に重要なパラメータを発電所内の必要な場所で共有する

通信連絡設備（発電所内）は，「3.19.1 設置許可基準規則第 62 条への適合方

針（1）発電所内の通信連絡を行うための設備（ⅰ）通信連絡設備（発電所内）」

と同じである。 

(2) 発電所外との通信連絡を行うための設備

重大事故等が発生した場合において，発電所外（社内外）の通信連絡をする必

要のある場所と通信連絡を行うために必要な通信連絡設備（発電所外），発電所

内から発電所外の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）等へ必要なデータを伝送

できるデータ伝送設備及び計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外の

必要な場所で共有するための通信連絡設備（発電所外）を設ける。 

(ⅰ) 通信連絡設備（発電所外）  （設置許可基準解釈の第１項ａ） 

重大事故等が発生した場合において，発電所外（社内外）の通信連絡をする

必要のある場所と通信連絡を行うための通信連絡設備（発電所外）として，衛

星電話設備及び統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備を設置

又は保管する設計とする。 

衛星電話設備は，「3.19.1 設置許可基準規則第 62 条への適合方針 （1）発

電所内の通信連絡を行うための設備（ⅰ）通信連絡設備（発電所内）」と同じ

である。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，緊急時対策所に設
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置する設計とする。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，全交流動力電源が

喪失した場合においても，代替電源設備である緊急時対策所用発電機からの給

電が可能な設計とする。 

主要な設備は，以下のとおりとする。 

・衛星電話設備（固定型） 

・衛星電話設備（携帯型） 

・統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備 

（テレビ会議システム，ＩＰ－電話機，ＩＰ－ＦＡＸ） 

・常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）（3.14 電源設備【57 条】） 

・可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）（3.14 電源設備【57 条】） 

・緊急時対策所用発電機（3.18 緊急時対策所【61 条】） 

 

常設代替交流電源設備（ガスタービン発電機）については，「3.14 電源設備」

に記載する。 

可搬型代替交流電源設備（高圧発電機車）については，「3.14 電源設備」に

記載する。 

緊急時対策所用発電機は「3.18 緊急時対策所」に記載する。 

その他，設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備を重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として使用する。 

 

(ⅱ) データ伝送設備           （設置許可基準解釈の第１項ａ） 

重大事故等が発生した場合において，発電所内から発電所外の緊急時対策支

援システム（ＥＲＳＳ）等へ必要なデータを伝送できる設備として，ＳＰＤＳ

伝送サーバで構成するデータ伝送設備を設置する設計とする。 

データ伝送設備は，緊急時対策所に設置する設計とする。なお，データ伝送

設備を構成するＳＰＤＳ伝送サーバは，「3.19.1 設置許可基準規則第 62 条へ

の適合方針（１）発電所内の通信連絡を行うための設備（ⅱ）安全パラメータ

表示システム（ＳＰＤＳ）」と同じである。 

 

(ⅲ) 計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外の必要な場所で共有す

る通信連絡設備（発電所外） 

計測等を行った特に重要なパラメータを発電所外の必要な場所で共有する

通信連絡設備（発電所外）は，「3.19.1 設置許可基準規則第 62 条への適合方

針（2）発電所外との通信連絡を行うための設備（ⅰ）通信連絡設備（発電所

外）」と同じである。 

 

(3) 自主対策設備 

重大事故等が発生した場合において，発電所の内外の通信連絡をする必要のあ
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る場所と通信連絡を行うための自主対策設備として，以下を整備する。 

(ⅰ) 所内通信連絡設備（警報装置を含む。），電力保安通信用電話設備 

中央制御室等から人が立ち入る可能性のある原子炉建物，タービン建物等の

建物内外各所の者への必要な操作，作業又は退避の指示等の連絡を行うことが

できる通信連絡設備として，所内通信連絡設備（警報装置を含む。）及び電力

保安通信用電話設備を設ける。 

(ⅱ) 電力保安通信用電話設備，局線加入電話設備，テレビ会議システム，専用

電話設備，衛星電話設備（社内向） 

発電所外の本社，自治体，その他関係機関等の必要箇所へ事故の発生等に係

る連絡を音声等により行うことができる通信連絡設備として，電力保安通信用

電話設備，局線加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話設備及び衛星電

話設備（社内向）を設ける。 

3.19.2 重大事故等対処設備 

3.19.2.1 発電所内の通信連絡を行うための設備 

3.19.2.1.1 設備概要 

通信連絡設備（発電所内）は，重大事故等が発生した場合において，発電所内

の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことを目的として設置する

ものである。 

通信連絡設備（発電所内）は，有線式通信設備，無線通信設備及び衛星電話設

備により構成する。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，重大事故等に対処するために，

緊急時対策所へデータを伝送することを目的として設置するものである。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，ＳＰＤＳデータ収集サーバ，Ｓ

ＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示装置により構成する。 

通信連絡設備全体の概略系統図を第3.19‐1図，通信連絡設備に関する重大事

故等対処設備一覧（発電所内の通信連絡）を第3.19‐1表に示す。 

可搬設備である有線式通信設備，無線通信設備（携帯型）及び衛星電話設備（携

帯型）は，保管場所から運搬し，人が携行して使用又は設置する設備であり，簡

便な接続及び操作スイッチにより，確実に操作が可能な設計とする。 

常設設備である無線通信設備（固定型），衛星電話設備（固定型）及び安全パ

ラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ表示装置は，操作スイ

ッチにより，確実に操作が可能な設計とする。 
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第 3.19‐1 表  通信連絡設備に関する重大事故等対処設備一覧 

（発電所内の通信連絡） 

設備区分 設備名 

主要設備 ①有線式通信設備【可搬型】

②無線通信設備（固定型）【常設】

③無線通信設備（携帯型）【可搬型】

④衛星電話設備（固定型）【常設】

⑤衛星電話設備（携帯型）【可搬型】

⑥安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）【常設】

付属設備 － 

水源（水源に関する流路，

電源設備を含む） 

－ 

流路（伝送路） 無線通信設備（屋外アンテナ）【常設】② 

衛星電話設備（屋外アンテナ）【常設】④ 

無線通信装置【常設】⑥ 

有線（建物内）（有線式通信設備，無線通信設備（固定型），衛

星電話設備（固定型）に係るもの）【常設】①②④ 

有線（建物内）（安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）に係

るもの）【常設】⑥ 

注水先 － 

電源設備※１ 

（燃料補給設備を含む） 

常設代替交流電源設備②④⑥ 

ガスタービン発電機【常設】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

ガスタービン発電機用サービスタンク【常設】 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備②④⑥ 

高圧発電機車【可搬型】 

ガスタービン発電機軽油タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】

可搬型代替交流電源設備②～⑥ 

緊急時対策所用発電機【可搬型】 

可搬ケーブル【可搬型】 

緊急時対策所 低圧母線盤【常設】 

緊急時対策所 発電機接続プラグ盤【常設】 

緊急時対策所用燃料地下タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】

計装設備 － 

※１：単線結線図を補足説明資料 62‐2 に示す。
電源設備のうち，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備および
燃料補給設備については，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57 条に
対する設計方針を示す章）」で示す。また，緊急時対策所用発電機，可搬ケ
ーブル，緊急時対策所 低圧母線盤及び緊急時対策所 発電機接続プラグ
盤については，「3.18 緊急時対策所（設置許可基準規則 61 条に対する設
計方針を示す章）」で示す。 
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3.19.2.1.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

 

(1) 有線式通信設備 

兼用する設備は以下のとおり。 

・通信連絡設備（通常運転時等） 

設備名 ：有線式通信機 

使用回線 ：有線系回線 

個数 ：一式  

使用場所 ：原子炉建物原子炉棟地下２階，１階及び２階 

原子炉建物付属棟地下１階，１階，２階及び３階 

制御室建物４階（中央制御室） 

廃棄物処理建物１階 

保管場所 ：廃棄物処理建物１階（中央制御室付近） 

 

(2) 無線通信設備 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

・中央制御室（重大事故等時） 

・通信連絡設備（通常運転時等） 

設備名 ：無線通信設備（固定型） 

使用回線 ：無線系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所），制御室建物４階（中央制御 

室） 

設備名 ：無線通信設備（携帯型） 

使用回線 ：無線系回線 

個数 ：一式 

使用場所 ：屋外 

保管場所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

 

(3)  衛星電話設備 

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等） 

・緊急時対策所（重大事故等時） 

・中央制御室（重大事故等時） 

・通信連絡設備（通常運転時等） 

設備名 ：衛星電話設備（固定型） 
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使用回線 ：衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所），制御室建物４階（中央制御 

室） 

設備名 ：衛星電話設備（携帯型） 

使用回線 ：衛星系回線 

個数 ：一式 

使用場所 ：屋外 

保管場所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

(4) 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

兼用する設備は以下のとおり。 

・計装設備（重大事故等対処設備）

・緊急時対策所（通常運転時等）

・緊急時対策所（重大事故等時）

・通信連絡設備（通常運転時等）

設備名 ：ＳＰＤＳデータ収集サーバ 

使用回線 ：有線系回線，無線系回線（有線系回線は35条対象設備） 

個数 ：一式 

取付箇所 ：廃棄物処理建物１階  

設備名 ：ＳＰＤＳ伝送サーバ 

使用回線 ：有線系回線，無線系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

設備名 ：ＳＰＤＳ データ表示装置 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

添3.19-10



 

3.19.2.1.3 設置許可基準規則第43条第1項への適合方針 

3.19.2.1.3.1 通信連絡設備（発電所内）に関する設置許可基準規則第43条第1項

への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

有線式通信設備は，可搬型であり，中央制御室付近の廃棄物処理建物に保管

し，原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御室建物にて使用する設備であること

から，想定される重大事故等時における原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御

室建物内の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することが

できるよう，第3.19-2表に示す設計とする。また，人が携行して使用が可能な

設計とする。 

無線通信設備（固定型）は，中央制御室及び緊急時対策所に設置する設備で

あることから，想定される重大事故等時における中央制御室及び緊急時対策所

のそれぞれの環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮すること

ができるよう，第3.19-3表に示す設計とする。 

無線通信設備（携帯型）は，可搬型であり，緊急時対策所に保管し，屋外で

使用する設備であることから，想定される重大事故等時における屋外及び緊急

時対策所の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することが

できるよう，第3.19-4表に示す設計とする。また，人が携行して使用が可能な

設計とする。 

衛星電話設備（固定型）は，中央制御室及び緊急時対策所に設置する設備で

あることから，想定される重大事故等時における中央制御室及び緊急時対策所

の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよ

う，第3.19-5表に示す設計とする。 

衛星電話設備（携帯型）は，可搬型であり，緊急時対策所に保管し，屋外で

使用する設備であることから，想定される重大事故等時における屋外及び緊急

時対策所の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮することが

できるよう，第3.19-6表に示す設計とする。また，人が携行して使用が可能な

設計とする。 
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第 3.19‐2 表 想定する環境条件及び荷重条件（有線式通信設備） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

原子炉建物，廃棄物処理建物及び制御室建物で想定される

温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確

認した機器を使用する。 

また，保管場所である廃棄物処理建物で想定される温度，

圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した

機器を使用する。 

屋外の天候による

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

保管場所である廃棄物処理建物で想定される地震動に対

し，転倒防止措置等を行う。使用場所である原子炉建物及

び制御室建物において，人が携行して使用することから，

地震による影響は受けない。 

風（台風）・積雪 

廃棄物処理建物に保管し，使用場所である原子炉建物及び

制御室建物において，人が携行して使用することから，風

（台風）及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 

（62-3-3～5） 

第 3.19‐3 表 想定する環境条件及び荷重条件（無線通信設備（固定型）） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

中央制御室，廃棄物処理建物及び緊急時対策所で想定され

る温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を

確認した機器を使用する。 

屋外の天候による

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する。詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す。 

風（台風）・積雪 
中央制御室及び緊急時対策所に設置するため，風（台風）

及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 

（62-3-2，62-3-7） 
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第 3.19‐4 表 想定する環境条件及び荷重条件（無線通信設備（携帯型）） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐え

られる性能を確認した機器を使用する。 

また，保管場所である緊急時対策所で想定される温度，圧力，

湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による

影響 

降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対策

及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

保管場所である緊急時対策所で想定される地震動に対し，転

倒防止措置等を行う。使用場所である屋外において，人が携

行して使用することから，地震による影響は受けない。 

風（台風）・積雪 

緊急時対策所に保管し，使用場所である屋外において，人が

携行して使用することから，風（台風）及び積雪の影響は受

けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 

（62-3-7） 

 

第 3.19‐5 表 想定する環境条件及び荷重条件（衛星電話設備（固定型）） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

中央制御室及び緊急時対策所で想定される温度，圧力，湿

度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使

用する。 

屋外の天候による

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する。詳細は「2.1.2  耐震設計の基本方

針」に示す。 

風（台風）・積雪 
中央制御室及び緊急時対策所に設置するため，風（台風）

及び積雪の影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 

（62-3-2，62-3-7） 
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第 3.19‐6 表 想定する環境条件及び荷重条件（衛星電話設備（携帯型）） 

（62-3-7） 

 

 

 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・

放射線 

屋外で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条件下に耐え

られる性能を確認した機器を使用する。 

また，保管場所である緊急時対策所で想定される温度，圧力，

湿度及び放射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を

使用する。 

屋外の天候による

影響 

降水及び凍結により機能を損なうことのないよう防水対策

及び凍結対策を行える設計とする。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

保管場所である緊急時対策所で想定される地震動に対し，転

倒防止措置等を行う。設置場所である屋外において，人が携

行して使用することから，地震による影響は受けない。 

風（台風）・積雪 

緊急時対策所に保管し，使用場所である屋外において，人が

携行して使用することから，風（台風）及び積雪の影響は受

けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4  操作性及び試験・検査性」に示す。 

中央制御室付近の廃棄物処理建物に保管する有線式通信設備は，人が携行し

て使用が可能な設計とし，想定される重大事故等時において，保管場所である

廃棄物処理建物１階（中央制御室付近）から有線式通信設備を運搬し，専用接

続端子が設置してある場所において，有線式通信機と専用接続端子をケーブル

で接続することにより中央制御室（通信連絡が必要な場所）と確実に通信連絡

が可能な設計とする。 

通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊急時対策要員の操作性を考慮

して十分な操作空間を確保する。また，有線式通信機の呼出ボタンを押し（ス

イッチ操作），中央制御室（通信連絡が必要な場所）の有線式通信機の呼び出

しベルを鳴らすことにより，確実に通話の開始が可能な設計とする。操作が必

要な対象機器について第3.19‐7表に示す。 

中央制御室及び緊急時対策所に保管する無線通信設備（固定型）のうち，緊

急時対策所の無線通信設備（固定型）は，想定される重大事故等時において，

保管場所である緊急時対策所内（緊急時対策本部）で無線通信設備（固定型）

を運搬し，ケーブルが設置してある場所において，無線通信設備（固定型）と

ケーブルを接続することにより通信連絡が必要な場所と確実に通信連絡が可

能な設計とする。 

無線通信設備（固定型）は，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊

急時対策要員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，想定され

る重大事故等時において，設置場所である中央制御室（中央制御室待避室含む）

及び緊急時対策所内において，電源スイッチを入れ（スイッチ操作），通話ボ

タンを押す（スイッチ操作）ことにより，通信連絡をする必要のある場所と確

実に通信連絡が可能な設計とする。操作が必要な対象機器について 

第3.19-8表に示す。 

無線通信設備（携帯型）は，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊

急時対策要員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，想定され

る重大事故等時において，保管場所である緊急時対策所から無線通信設備（携

帯型）を運搬し，電源スイッチを入れ（スイッチ操作），通話ボタンを押す（ス

イッチ操作）ことにより，屋外から通信連絡をする必要のある場所と確実に通

信連絡が可能な設計とする。操作が必要な対象機器について第3.19-9表に示す。 
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中央制御室及び緊急時対策所に保管する衛星電話設備（固定型）のうち，緊

急時対策所の衛星電話設備（固定型）は，想定される重大事故等時において，

保管場所である緊急時対策所内（緊急時対策本部）で衛星電話設備（固定型）

を運搬し，ケーブルが設置してある場所において，衛星電話設備（固定型）と

ケーブルを接続することにより通信連絡が必要な場所と確実に通信連絡が可

能な設計とする。 

衛星電話設備（固定型）は，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊

急時対策要員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，想定され

る重大事故等時において，設置場所である中央制御室（中央制御室待避室含む）

及び緊急時対策所内において，一般の電話機と同様の操作（スイッチ操作）に

より，通信連絡をする必要のある場所と確実に通信連絡が可能な設計とする。

操作が必要な対象機器について第3.19-10表に示す。 

 

衛星電話設備（携帯型）は，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊

急時対策要員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，想定され

る重大事故等時において，保管場所である緊急時対策所から衛星電話設備（携

帯型）を運搬し，電源スイッチを入れ（スイッチ操作），一般の携帯型電話機

と同様の操作（スイッチ操作）により，屋外から通信連絡をする必要のある場

所と確実に通信連絡が可能な設計とする。操作が必要な対象機器について第

3.19‐11表に示す。  

 

第 3.19‐7 表 操作対象機器（有線式通信設備） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

有線式通信機 － 
制御室建物内 

中央制御室 
運搬・設置 

有線式通信機 ケーブル接続 
制御室建物内 

中央制御室 
人力接続 

有線式通信機 
起動・停止 

（通信連絡） 

制御室建物内 

中央制御室 
スイッチ操作 

有線式通信機 － 
原子炉建物内・ 

廃棄物処理建物内 
運搬・設置 

有線式通信機 ケーブル接続 
原子炉建物内・ 

廃棄物処理建物内 
人力接続 

有線式通信機 
起動・停止 

（通信連絡） 

原子炉建物内・ 

廃棄物処理建物内 
スイッチ操作 

（62-8-2） 
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第 3.19‐8 表 操作対象機器（無線通信設備（固定型）） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

無線通信設備 

（固定型） 
－ 緊急時対策所 運搬・設置 

無線通信設備 

（固定型） 
ケーブル接続 緊急時対策所 人力接続 

無線通信設備 

（固定型） 

起動・停止 

（通信連絡） 

制御室建物内 

中央制御室 
スイッチ操作

無線通信設備 

（固定型） 

起動・停止 

（通信連絡） 
緊急時対策所 スイッチ操作

（62-8-3） 

第 3.19‐9 表 操作対象機器（無線通信設備（携帯型）） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

無線通信設備 

（携帯型） 
－ 緊急時対策所 運搬・設置 

無線通信設備 

（携帯型） 

起動・停止 

（通信連絡） 
屋外 スイッチ操作

（62-8-4） 

第 3.19‐10 表 操作対象機器（衛星電話設備（固定型）） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

衛星電話設備 

（固定型） 
－ 緊急時対策所 運搬・設置 

衛星電話設備 

（固定型） 
ケーブル接続 緊急時対策所 人力接続 

衛星電話設備 

（固定型） 

起動・停止 

（通信連絡） 

制御室建物内 

中央制御室 
スイッチ操作

衛星電話設備 

（固定型） 

起動・停止 

（通信連絡） 
緊急時対策所 スイッチ操作

（62-8-3） 

第 3.19‐11 表 操作対象機器（衛星電話設備（携帯型）） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

衛星電話設備 

（携帯型） 
－ 緊急時対策所 運搬・設置 

衛星電話設備 

（携帯型） 

起動・停止 

（通信連絡） 
屋外 スイッチ操作

（62-8-4） 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三）

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4  操作性及び試験・検査性」に示す。 

有線式通信設備は，第3.19‐12表に示すように，原子炉の運転中又は停止中

に機能・性能試験として，通話通信の確認が可能な設計とする。また外観点検

として，外観の確認が可能な設計とする。 

無線通信設備（固定型）及び無線通信設備（携帯型）は，第3.19‐13表に示

すように，原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験として，通話通信の確

認が可能な設計とする。また外観点検として，外観の確認が可能な設計とする。 

衛星電話設備（固定型）及び衛星電話設備（携帯型）は，第3.19‐14表に示

すように，原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験として，通話通信の確

認が可能な設計とする。また外観点検として，外観の確認が可能な設計とする。 

第3.19‐12表 有線式通信設備の試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 
機能・性能試験 通話通信の確認 

外観点検 外観の確認 

（62-5-3） 

第3.19‐13表 無線通信設備（固定型）及び無線通信設備（携帯型）の 

試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 
機能・性能試験 通話通信の確認 

外観点検 外観の確認 

（62-5-4） 

第3.19‐14表 衛星電話設備（固定型）及び衛星電話設備（携帯型）の 

試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 
機能・性能試験 通話通信の確認 

外観点検 外観の確認 

（62-5-5） 
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(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四）

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

有線式通信設備は，想定される重大事故等時において他の系統と切り替える

ことなく使用できる設計とする。 

（62-4-3） 

無線通信設備（固定型）は，想定される重大事故等時において，他の系統と

切り替えることなく使用できる設計とする。 

また，中央制御室待避室で使用する場合，切り替えることなく使用できる設

計とする。 

無線通信設備（携帯型）は，想定される重大事故等時において他の系統と切

り替えることなく使用できる設計とする。 

（62-4-3～5） 

衛星電話設備（固定型）は，想定される重大事故等時において，他の系統と

切り替えることなく使用できる設計とする。 

また，中央制御室待避室で使用する場合，切り替えることなく使用できる設

計とする。 

衛星電話設備（携帯型）は，想定される重大事故等時において他の系統と切

り替えることなく使用できる設計とする。 

（62-4-3～6，62-4-8） 
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

有線式通信設備は，他の設備と独立して単独で使用可能とし，所内通信連絡

設備及び電力保安通信用電話設備に対して分離された構成とする。 

また想定される重大事故等時において，設計基準対象施設として使用する場

合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することで，所内通信連絡

設備及び電力保安通信用電話設備に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

（62-4-3) 

 

無線通信設備（固定型）は，専用の設備を用いることにより，所内通信連絡

設備及び電力保安通信用電話設備に対して分離された構成とする。 

また，想定される重大事故等時において，設計基準対象施設として使用する

場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することで，所内通信連

絡設備及び電力保安通信用電話設備に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

無線通信設備（携帯型）は，他の設備と独立して単独で使用可能とし，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

 （62-4-3） 

衛星電話設備（固定型）は，専用の設備を用いることにより，所内通信連絡

設備及び電力保安通信用電話設備に対して分離された構成とする。 

 

中央制御室に設置する衛星電話設備（固定型）は，想定される重大事故等時

において，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等

対処設備として使用することで，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設

備に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，緊急時対策所に設置する衛星電話設備（固定型）は，想定される重大

事故等時において，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重

大事故等対処設備として使用することで，所内通信連絡設備，電力保安通信用

電話設備，局線加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話設備及び衛星電

話設備（社内向）に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

衛星電話設備（携帯型）は，他の設備と独立して単独で使用可能とし，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

  （62-4-3～6，62-4-8） 
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(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。  

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

有線式通信機の設置場所，操作場所を第3.19-15表に示す。このうち，制御

室建物４階（中央制御室）で操作する有線式通信機は，操作場所の放射線量が

高くなるおそれが少ないため操作が可能である。 

 

原子炉建物付属棟地下１階，１階，２階，３階及び廃棄物処理建物１階で操

作する有線式通信機は，各建物内の原子炉建物（二次格納施設外）で操作する

ことから，操作場所の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可能であ

る。 

原子炉建物原子炉棟地下２階，１階及び２階で操作する有線式通信機は，原

子炉建物（二次格納施設内）で操作することから，操作位置の放射線量が高く

なるおそれがあるが，人が携行して使用する設備であるため，操作する場合は，

放射線量を確認して，適切な放射線防護の対策を行い，作業安全を確認した上

で操作が可能である。また，原子炉建物内に中継コードを敷設して有線式通信

機を使用する場合は，放射線量を確認して，適切な放射線防護の対策を行い，

作業安全を確認した上で操作が可能である。 

なお，対策を行った上でも操作位置の放射線量が高く通信連絡ができない場

合は，放射線量が高くなるおそれが少ない別の設置場所に移動することにより

操作が可能である。 

 

無線通信設備（固定型）の設置場所，操作場所を第3.19‐16表に示す。 

無線通信設備（固定型）は，制御室建物４階（中央制御室）及び緊急時対策

所に設置及び操作し，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作

が可能である。 

 

無線通信設備（携帯型）の設置場所，操作場所を第3.19‐17表に示す。 

無線通信設備（携帯型）は，屋外で操作し，操作場所の放射線量が高くなる

おそれが少ないため操作が可能である。 

 

衛星電話設備（固定型）の設置場所，操作場所を第3.19‐18表に示す。 
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衛星電話設備（固定型）は，制御室建物４階（中央制御室）及び緊急時対策

所に設置及び操作し，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作

が可能である。 

 

衛星電話設備（携帯型）の設置場所，操作場所を第3.19‐19表に示す。 

衛星電話設備（携帯型）は，屋外で操作し，操作場所の放射線量が高くなる

おそれが少ないため操作が可能である。 

 

第 3.19‐15 表 操作対象機器設置場所（有線式通信設備） 

機器名称 設置場所 操作場所 

有線式通信機 
制御室建物 

４階（中央制御室） 

制御室建物 

４階（中央制御室） 

有線式通信機 
原子炉建物付属棟 

３階 

原子炉建物付属棟 

中２階，３階 

有線式通信機 
原子炉建物原子炉棟 

２階 

原子炉建物原子炉棟 

地下２階，２階 

有線式通信機 
原子炉建物付属棟 

２階 

原子炉建物付属棟 

２階，３階 

有線式通信機 
原子炉建物原子炉棟 

１階 

原子炉建物原子炉棟 

１階 

有線式通信機 
原子炉建物付属棟 

１階 

原子炉建物付属棟 

１階 

有線式通信機 
原子炉建物付属棟 

地下１階 

原子炉建物付属棟 

地下１階 

有線式通信機 
原子炉建物原子炉棟 

地下２階 

原子炉建物原子炉棟 

地下２階 

有線式通信機 
廃棄物処理建物 

１階 

廃棄物処理建物 

地下中１階，１階，２階 

（62-3-5～7，62-8-2） 

 

第 3.19‐16 表 操作対象機器設置場所（無線通信設備（固定型）） 

機器名称 設置場所 操作場所 

無線通信設備（固定型） 
制御室建物 

４階（中央制御室） 

制御室建物 

４階（中央制御室） 

無線通信設備（固定型） 
緊急時対策所 

１階 

緊急時対策所 

１階 

（62-3-2，62-3-7，62-8-3） 

 

添3.19-22r1



 

 

第 3.19‐17 表 操作対象機器設置場所（無線通信設備（携帯型）） 

機器名称 設置場所 操作場所 

無線通信設備（携帯型） 屋外 屋外 

（62-3-7，62-8-4) 

 

第 3.19‐18 表 操作対象機器設置場所（衛星電話設備（固定型）） 

機器名称 設置場所 操作場所 

衛星電話設備（固定型） 
制御室建物 

４階（中央制御室） 

制御室建物 

４階（中央制御室） 

衛星電話設備（固定型） 
緊急時対策所 

１階 

緊急時対策所 

１階 

（62-3-2，62-3-7，62-8-3） 

 

第 3.19‐19 表 操作対象機器設置場所（衛星電話設備（携帯型）） 

機器名称 設置場所 操作場所 

衛星電話設備（携帯型） 屋外 屋外 

（62-3-7，62-8-4） 

 

添3.19-23r1



 

 

3.19.2.1.3.2 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）に関する設置許可基準

規則第43条第1 項への適合方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，ＳＰＤＳデータ収集サー

バは，廃棄物処理建物内に設置する設備であることから，想定される重大事故

等における，廃棄物処理建物の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有

効に発揮することができるよう，第3.19‐20表に示す設計とする。 

また，安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，ＳＰＤＳ伝送サー

バ及びＳＰＤＳデータ表示装置は，緊急時対策所内に設置する設備であること

から，想定される重大事故等時における，緊急時対策所の環境条件及び荷重条

件を考慮し，その機能を有効に発揮することができるよう，第3.19‐21表に示

す設計とする。 

（62-3-3，62-3-7） 

 

第3.19‐20表 想定する環境条件及び荷重条件 

（ＳＰＤＳデータ収集サーバ） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・ 

放射線 

廃棄物処理建物で想定される温度，圧力，湿度及び放

射線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による 

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は

受けない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が

損傷しないことを確認する。詳細は「2.1.2 耐震設計

の基本方針」に示す。 

風（台風）・積雪 
廃棄物処理建物内に設置するため，風（台風）及び積

雪の影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

 

添3.19-24



 

第3.19‐21表 想定する環境条件及び荷重条件 

（ＳＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示装置） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・ 

放射線 

緊急時対策所で想定される温度，圧力，湿度及び放射

線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による 

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は

受けない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が

損傷しないことを確認する。詳細は「2.1.2 耐震設計

の基本方針」に示す。 

風（台風）・積雪 
緊急時対策所に設置するため，風（台風）及び積雪の

影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

添3.19-25



 

 

(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち， ＳＰＤＳデータ収集サ

ーバ及びＳＰＤＳ伝送サーバは，常時伝送を行うため，通常は操作を必要とし

ない設計とする。 

また，安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，ＳＰＤＳデータ表

示装置は，電源，通信ケーブルは接続されており，各パラメータを監視するに

あたり，緊急時対策要員の操作性を考慮して十分な操作空間を確保する。想定

される重大事故等が発生した場合において，設置場所である緊急時対策所にお

いて，一般のコンピュータと同様に操作（スイッチ操作）することにより，確

実に各パラメータを監視することが可能な設計とする。操作が必要な対象機器

について第3.19‐22表に示す。 

 

第3.19‐22表 操作対象機器（ＳＰＤＳ データ表示装置） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

ＳＰＤＳデータ

表示装置 

操作 

（パラメータ監視） 

緊急時対策所 

１階 
スイッチ操作 

（62-8-5） 

 

添3.19-26



 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，第3.19‐23表に示すように原

子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験として，機能（データの表示及び伝

送）の確認が可能な設計とする。また，外観点検として，外観の確認が可能な

設計とする。 

 

第3.19‐23表 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）の試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 機能（データの表示及び伝送）の確認 

外観点検 外観の確認 

（62-5-9，10） 

 

 

添3.19-27



 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四）

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は,本来の用途以外の用途には使

用しない設計とする。 

（62-4-8） 

添3.19-28



 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，想定される重大事故等時にお

いて，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処

設備として使用することで，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（62-4-8） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，操作が必要であるＳＰＤ

Ｓデータ表示装置の設置場所，操作場所を第3.19‐24表に示す。ＳＰＤＳデー

タ表示装置は，緊急時対策所に設置及び操作し，操作位置の放射線量が高くな

るおそれが少ないため操作が可能である。 

 

第3.19‐24表 操作対象機器設置場所（ＳＰＤＳデータ表示装置） 

機器名称 設置場所 操作場所 

ＳＰＤＳデータ表示装置 緊急時対策所１階 緊急時対策所１階 

（62-3-7） 

添3.19-29



 

 

3.19.2.1.4 設置許可基準規則第43 条第2 項への適合状況 

3.19.2.1.4.1 通信連絡設備（発電所内）に関する設置許可基準規則第43条第2項

への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

無線通信設備（固定型）は，設計基準対象施設として必要となる台数を設置

する設計とする。 

また，想定される重大事故等時，対応する所内通信連絡設備及び電力保安通

信用電話設備が使用できない状況において，緊急時対策所と屋外の操作・作業

に係る必要な連絡を行うために使用する場合，有効性評価における各重要事故

シーケンスで使用する場合の必要な台数を設置する設計とする。 

（62-6-3，62-6-8） 

 

衛星電話設備（固定型）は，設計基準対象施設として必要となる台数を設置

する設計とする。 

また，想定される重大事故等時，発電所内の通信連絡をする台数として，対

応する所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備が使用できない状況に

おいて，発電所内の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な台数を設置する設計とする。 

 

添3.19-30



 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二）

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

緊急時対策所に設置する無線通信設備（固定型）は，号炉の区分けなく通信

連絡することで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を

共有・考慮しながら総合的な管理（事故処理を含む。）を行うことができ，安

全性の向上を図る設計とする。 

また，緊急時対策所に設置する無線通信設備（固定型）は，共用により悪影

響を及ぼさないよう，必要な容量を確保するとともに，号炉の区分けなく通信

連絡が可能な設計とする。 

なお，中央制御室内に設置する無線通信設備（固定型）は，二以上の発電用

原子炉施設において共用しない設計とする。 

緊急時対策所に設置する衛星電話設備（固定型）は，号炉の区分けなく通信

連絡することで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を

共有・考慮しながら総合的な管理（事故処理を含む。）を行うことができ，安

全性の向上を図る設計とする。 

また，緊急時対策所に設置する衛星電話設備（固定型）は，共用により悪影

響を及ぼさないよう，必要な容量を確保するとともに，号炉の区分けなく通信

連絡が可能な設計とする。 

なお，中央制御室内に設置する衛星電話設備（固定型）は，二以上の発電用

原子炉施設において共用しない設計とする。 

添3.19-31



 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

(ⅱ) 適合性   

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等について」

に示す。 

 

常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に該当する無線通信設備

（固定型）の電源は，同様の機能を持つ所内通信連絡設備及び電力保安通信用

電話設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，ガスタービン発電

機若しくは高圧発電機車及び緊急時対策所用発電機からの給電により使用す

ることで，第3.19-25表で示すとおり，非常用ディーゼル発電機及び充電器（蓄

電池）からの給電により使用する所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設

備に対して多様性を有する設計とする。 

また，無線通信設備（固定型）は，中央制御室及び緊急時対策所内に設置す

ることで，第3.19-25表で示すとおり，所内通信連絡設備及び電力保安通信用

電話設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 

主要設備の設置場所については，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た制御室建物４階及び緊急時対策所１階に設置し，所内通信連絡設備及び電力

保安通信用電話設備の主要設備は廃棄物処理建物１階，制御室建物３階及び通

信棟１階に設置することにより位置的分散を図り，共通要因によって，同時に

機能を喪失しない設計とする。 

無線通信設備（固定型）の独立性については，第3.19‐26表で示すとおり，

地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 

常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に該当する衛星電話設備

（固定型）の電源は，同様の機能を持つ所内通信連絡設備及び電力保安通信用

電話設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，ガスタービン発電

機，高圧発電機車及び緊急時対策所用発電機からの給電により使用することで，

第3.19-27表で示すとおり，非常用ディーゼル発電機及び充電器（蓄電池）か

らの給電により使用する所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備に対

して多様性を有する設計とする。 

また，衛星電話設備（固定型）は，中央制御室及び緊急時対策所内に設置す

ることで，第3.19-27表で示すとおり，所内通信連絡設備及び電力保安通信用

電話設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る

設計とする。 

添3.19-32



 

 

主要設備の設置場所については，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た制御室建物４階及び緊急時対策所１階に設置し，所内通信連絡設備及び電力

保安通信用電話設備の主要設備は廃棄物処理建物１階，制御室建物３階及び通

信棟１階に設置することにより位置的分散を図り，共通要因によって，同時に

機能を喪失しない設計とする。 

衛星電話設備（固定型）の独立性については，第3.19‐28表で示すとおり，

地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 
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第 3.19‐25 表 無線通信設備（固定型）の多様性又は位置的分散（１／２） 

(中央制御室) 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信 

連絡設備 

電力保安通信用 

電話設備 

無線通信設備 

（固定型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

常設代替交流 

電源設備 

（ガスタービン 

発電機） 

可搬型代替交流 

電源設備 

（高圧発電機車） 

廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

タービン建物

２階 

ガスタービン 

発電機建物 

屋外 

（第１，３，４ 

保管エリア） 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 無線通信設備（固定型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 
制御室建物４階 
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第 3.19‐25 表 無線通信設備（固定型）の多様性又は位置的分散（２／２） 

(緊急時対策所) 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 
無線通信設備（固定型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

代替交流電源設備 

（緊急時対策所用発電機） 

廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

通信棟 

１階 

屋外 

（緊急時対策所北側） 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 無線通信設備（固定型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 
緊急時対策所１階 
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第 3.19‐26 表 無線通信設備（固定型）の設計基準対象施設との独立性 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 

及び電力保安通信用 

電話設備 

無線通信設備（固定型） 

共通

要因

故障 

地震 － 

中央制御室及び緊急時対策所に設置する無線通信

設備（固定型）は，使用する屋外アンテナ及び屋外

アンテナまでの有線（ケーブル）を含め，基準地震

動 Ssで機能維持できる設計とすることで，基準地震

動 Ssが共通要因となり必要な通信連絡の機能が喪

失しない設計とする。 

津波 － 

無線通信設備（固定型）を設置する中央制御室及

び緊急時対策所は，基準津波が到達しない位置に設

置する設計とすることで，津波が共通要因となり必

要な通信連絡の機能が喪失しない設計とする。 

火災 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備である無線通信設備

（固定型）は，火災が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について」に示

す）。 

溢水 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備である無線通信設備

（固定型）は，溢水が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水に対する防護方針について」に示

す）。 

（62-2-2～5） 

（62-3-2，62-6-7） 

（62-4-3） 
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第 3.19‐27 表 衛星電話設備（固定型）の多様性又は位置的分散（発電所内） 

（１／２）（中央制御室） 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 
衛星電話設備（固定型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

常設代替交流 

電源設備 

（ガスタービン 

発電機） 

可搬型代替交流 

電源設備 

（高圧発電機車） 

廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

タービン建物 

２階 

ガスタービン発

電機建物 

屋外 

（第１，３，４ 

保管エリア） 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 衛星電話設備（固定型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 
制御室建物４階 
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第 3.19‐27 表 衛星電話設備（固定型）の多様性又は位置的分散（発電所内） 

（２／２）(緊急時対策所) 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 
衛星電話設備（固定型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

代替交流電源設備 

（緊急時対策所用発電機） 

廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

通信棟 

１階 

屋外 

（緊急時対策所北側） 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 衛星電話設備（固定型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 
緊急時対策所１階 
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第 3.19‐28 表 衛星電話設備（固定型）設計基準対象施設との独立性 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故防止設備 

及び常設重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備及び 

電力保安通信用電話設備 
衛星電話設備（固定型） 

共通

要因

故障 

地震 － 

中央制御室及び緊急時対策所に設置する

衛星電話設備（固定型）は，使用する屋外

アンテナ及び屋外アンテナまでの有線（ケ

ーブル）を含め，基準地震動 Ss で機能維持

できる設計とすることで，基準地震動 Ss が

共通要因となり必要な通信連絡の機能が喪

失しない設計とする。 

津波 － 

衛星電話設備（固定型）を設置する中央

制御室及び緊急時対策所は，基準津波が到

達しない位置に設置する設計とすること

で，津波が共通要因となり必要な通信連絡

の機能が喪失しない設計とする。 

火災 

 設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備である衛星電話設備

（固定型）は，火災が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について」に示

す）。 

溢水 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，常設重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備である衛星電話設備

（固定型）は，溢水が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水に対する防護方針について」に示

す）。 

（62-2-2～5） 

（62-3-2，62-6-7） 

（62-4-3） 
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3.19.2.1.4.2 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）に関する設置許可基準

規則第43条第2項への適合方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，設計基準対処施設として必要

となるデータ量を伝送することができる設計とする。 

また，重大事故等時において，緊急時対策所に炉心反応度の状態確認，炉心

冷却の状態確認等の重大事故等に対処するために必要なデータを伝送するこ

とができる設計とし，ＳＰＤＳのデータ伝送量は必要回線容量に対し，余裕を

持った設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうちＳＰＤＳデータ表示装置は，

緊急時対策所内に一式を設置し，故障時及び保守点検時のバックアップ用とし

て，自主的に一式を保管する設計とする。 

（62-6-9～16） 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二）

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等について」

に示す。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，号炉の区分けなく通信連絡す

ることで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を共有・

考慮しながら総合的な管理（事故処理を含む。）を行うことができ，安全性の

向上を図る設計とする。 

また，安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）は，共用により悪影響を及

ぼさないよう，必要な容量を確保するとともに，号炉の区分けなく通信連絡が

可能な設計とする。 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第43条第2項三）

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機
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能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

常設重大事故緩和設備に該当する安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた廃棄物処理建物及び緊急時対

策所に設置する。 

また，共通要因によって，その機能が損なわれるおそれがないよう， 

第3.19‐29表及び第3.19‐30表に示すとおり，多様性を確保し，頑健性を持た

せた設計とする。 
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第 3.19‐29 表 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）の 

多様性又は位置的分散 

項目 

常設重大事故緩和設備 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 

ＳＰＤＳデータ収集サーバ 
ＳＰＤＳデータ 

表示装置 

ＳＰＤＳ 

伝送サーバ 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用 

空気 
不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

常設代替 

交流電源 

設備 

（ガスタービン

発電機） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

代替交流 

電源設備 

（緊急時 

対策所用 

発電機） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

代替交流 

電源設備 

（緊急時 

対策所用 

発電機） 

廃棄物 

処理建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

ガスタービン

発電機 

建物 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

屋外 

（緊急時 

対策所 

北側） 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

屋外 

（緊急時 

対策所 

北側） 

流路 

（伝送路） 

発電所内 建物間 － 発電所内 建物間 

有線系回線 － 有線系回線 

無線系回線 － 無線系回線 

主要設備 

設置場所 

ＳＰＤＳデータ収集サーバ 
ＳＰＤＳデータ 

表示装置 

ＳＰＤＳ 

伝送サーバ 

廃棄物処理建物１階 緊急時対策所１階 緊急時対策所１階 
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第 3.19‐30 表 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）の頑健性 

（62-2-2，62-2-6） 

（62-3-2～3，62-3-7） 

（62-4-8） 

常設重大事故緩和設備 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ） 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，ＳＰＤＳデータ収集サーバ

は，耐震性を有する廃棄物処理建物に設置し，使用する無線通信装置及び屋外ア

ンテナ，無線通信装置及び屋外アンテナまでの有線（ケーブル）を含め，基準地

震動 Ss で機能維持できる設計とする。 

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）のうち，緊急時対策所に設置するＳ

ＰＤＳ伝送サーバ及びＳＰＤＳデータ表示装置は，基準地震動 Ss に対して機能

維持できる設計とする。 
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3.19.2.1.5 設置許可基準規則第43条第3項への適合状況 

3.19.2.1.5.1 通信連絡設備（発電所内） 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 3項一）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量に加え，十分に余裕のある容量を

有するものであること。 

(ⅱ) 適合性（設置許可基準規則第43条第2項一，第3項一） 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

可搬設備である有線式通信設備は，想定される重大事故等時，所内通信連絡

設備及び電力保安通信用電話設備が使用できない状況において，発電所内の建

物内で必要な通信連絡を行うために必要な台数を保管する設計とする。 

廃棄物処理建物１階（中央制御室付近）に保管する有線式通信設備は，有効

性評価における各重要事故シーケンスで使用する場合の必要な台数と故障時

及び保守点検時のバックアップ用を加え，一式を保管する設計とする。 

（62-6-3，62-6-6） 

無線通信設備（携帯型）は，想定される重大事故等時，所内通信連絡設備及

び電力保安通信用電話設備が使用できない状況において，屋外と緊急時対策所

の操作・作業に係る必要な連絡を行うために使用する場合，有効性評価におけ

る各重要事故シーケンスで使用する場合の必要な台数と故障時及び保守点検

時のバックアップ用を加え，一式を保管する設計とする。 

（62-6-3，62-6-8） 

衛星電話設備（携帯型）は，想定される重大事故等時，所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備，局線加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話

設備及び衛星電話設備（社内向）が使用できない状況において，発電所内及び

発電所外の必要な通信連絡を行うために必要な台数と故障時及び保守点検時

のバックアップ用を加え，一式を保管する設計とする。 

（62-6-3，62-6-4） 

(2) 確実な接続（設置許可基準規則第 43 条第 3項二）

(ⅰ) 要求事項 

常設設備（発電用原子炉施設と接続されている設備又は短時間に発電用原子

炉施設と接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と接続するも

のにあっては，当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ，かつ，二

以上の系統又は発電用原子炉施設が相互に使用することができるよう，接続部

の規格の統一その他の適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

添3.19-44



 

 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

有線式通信設備は，端末である有線式通信機と中継コード及び専用接続端子

の接続を簡便な端子接続とし，接続規格を統一することにより，使用場所にお

いて確実に接続できる設計とする。また，乾電池等の交換も含め容易に操作が

できるとともに，通信連絡をする必要のある場所と確実に通信連絡ができる設

計とする。 

有線式通信機と専用接続端子との接続については，必要に応じて敷設する中

継コードを使用することを可能な設計とし，専用接続端子との接続と同様，確

実及び簡便な接続が可能な設計とする。 

（62-8-2） 

 

無線通信設備（携帯型）及び衛星電話設備（携帯型）は，常設設備と接続せ

ず使用可能な設計とする。  

 

(3) 複数の接続口（設置許可基準規則第 43 条第 3項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設設備と接続するものにあっては，共通要因によって接続することができ

なくなることを防止するため，可搬型重大事故等対処設備（原子炉建物の外か

ら水又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数

の場所に設けるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等について」

に示す。 

 

可搬設備である有線式通信機は，原子炉建物の外から水又は電力を供給する

ための設備ではなく，中央制御室と建物内の必要のある場所との間で必要な通

信連絡を行うことを目的として設置する。  

 

無線通信設備（携帯型）及び衛星電話設備（携帯型）は，常設設備と接続せ

ず充電式電池からの給電により使用可能な設計とする。 

 

(4) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項四） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備

を設置場所に据え付け，及び常設設備と接続することができるよう，放射線量

が高くなるおそれが少ない設置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他

の適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 
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基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

有線式通信機の設置場所，操作場所のうち，制御室建物４階（中央制御室）

で設置，操作する有線式通信機は，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少

ないため操作が可能である。 

原子炉建物付属棟地下１階，１階，２階，３階及び廃棄物処理建物１階で操

作する有線式通信機は，原子炉区域を除く原子炉建物（二次格納施設外）で操

作することから，操作位置の放射線量が高くなるおそれが少ないため操作が可

能である。 

原子炉建物原子炉棟地下２階，１階及び２階で操作する有線式通信機は，原

子炉建物（二次格納施設内）で操作することから，操作位置の放射線量が高く

なるおそれがあるが，人が携行して使用する設備であるため，操作する場合は，

放射線量を確認して，適切な放射線防護の対策を行い，作業安全を確認した上

で操作が可能である。また，原子炉建物内に中継コードを敷設して有線式通信

機を使用する場合は，放射線量を確認して，適切な放射線防護の対策を行い，

作業安全を確認した上で操作が可能である。 

なお，対策を行った上でも操作位置の放射線量が高く操作ができない場合，

放射線量が高くなるおそれが少ない別の設置場所に移動することにより操作

が可能である。 

（62-3-2，62-3-3，62-3-5～7） 

 

無線通信設備（携帯型）及び衛星電話設備（携帯型）は，放射線量が高くな

るおそれが少ない場所である屋外で操作可能な設計とする。（62-3-2，62-3-7） 

 

(5) 保管場所（設置許可基準規則第 43 条第 3項五） 

(ⅰ) 要求事項 

地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である有線式通信設

備は,地震，津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備の配置

その他の条件を考慮し，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた中央制御

室付近の廃棄物処理建物に保管し，同様の機能を持つ所内通信連絡設備，電力

保安通信用電話設備の設置場所と位置的分散を図る設計とする。 
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（62-3-2～6） 

 

無線通信設備（携帯型）は,地震，津波その他の自然現象又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備の配置

その他の条件を考慮し,外部からの衝撃による損傷の防止が図られた緊急時対

策所に保管し，同様の機能を持つ所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備

と位置的分散を図る設計とする。 

（62-3-2，62-3-7） 

 

衛星電話設備（携帯型）は,地震，津波その他の自然現象又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響，設計基準事故対処設備及び重

大事故等対処設備の配置その他の条件を考慮し，外部からの衝撃による損傷の

防止が図られた緊急時対策所に保管し，同様の機能を持つ所内通信連絡設備，

電力保安通信用電話設備，局線加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話

設備，衛星電話設備（社内向）及び統合原子力防災ネットワークに接続する通

信連絡設備と位置的分散を図る設計とする。 

（62-3-2，62-3-6～7） 

 

(6) アクセスルートの確保（設置許可基準規則第 43 条第 3項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故等対処設備

を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，工場等内の道路及び通路

が確保できるよう，適切な措置を講じたものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

有線式通信設備は，中央制御室付近の廃棄物処理建物内に保管し,人が運搬

及び携行し，建物内で使用することが可能な設計とする。 

（62-7-3～7） 

 

無線通信設備（携帯型）及び衛星電話設備（携帯型）は，緊急時対策所に保

管し,人が運搬及び携行し，屋外で使用することが可能な設計とする。 

（62-7-2～3） 

 

(7) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準

規則第43条第3項七） 

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設
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重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備に該当する有線式通

信設備の電源は，同様の機能を持つ所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話

設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，乾電池を使用すること

で，第3.19‐31表で示すとおり，非常用ディーゼル発電機又は充電器（蓄電池）

からの給電により使用する所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備に

対して多様性を有する設計とする。 

また，有線式通信設備は，中央制御室付近の廃棄物処理建物内に保管するこ

とで，第3.19‐31表で示すとおり，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話

設備と共通要因によって，同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計

とする。  

 

主要設備の設置場所については，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た中央制御室付近の廃棄物処理建物１階に保管し，所内通信連絡設備及び電力

保安通信用電話設備の主要設備は廃棄物処理建物１階，制御室建物３階及び通

信棟１階に設置することにより位置的分散を図り，共通要因によって，同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

有線式通信設備の独立性については，第3.19‐32表で示すとおり，地震，津

波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を確保する

設計とする。 

 

可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備に該当する無線通信

設備（携帯型）の電源は，同様の機能を持つ所内通信連絡設備及び電力保安通

信用電話設備と共通要因によって同時に機能を損なわないよう，充電式電池を

使用することで，第3.19‐33表で示すとおり，非常用ディーゼル発電機又は充

電器（蓄電池）からの給電により使用する所内通信連絡設備及び電力保安通信

用電話設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，無線通信設備（携帯型）は，緊急時対策所に保管することで，第3.19

‐33表で示すとおり，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備と共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

主要設備の設置場所については，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た緊急時対策所に保管し，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備の主

要設備は廃棄物処理建物１階，制御室建物３階及び通信棟１階に設置すること
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により位置的分散を図り，共通要因によって，同時に機能を喪失しない設計と

する。 

無線通信設備（携帯型）の独立性については，第3.19‐34表で示すとおり，

地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 

 

可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備に該当する衛星電話

設備（携帯型）の電源は，同様の機能を持つ所内通信連絡設備及び電力保安通

信用電話設備と共通要因によって同時にその機能を損なわないよう，充電式電

池を使用することで，第3.19‐35表で示すとおり，非常用ディーゼル発電機又

は充電器（蓄電池）からの給電により使用する所内通信連絡設備及び電力保安

通信用電話設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，衛星電話設備（携帯型）は，緊急時対策所に保管することで，第3.19

‐35表で示すとおり，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備と共通要

因によって同時に機能を損なわないよう位置的分散を図る設計とする。 

主要設備の設置場所については，外部からの衝撃による損傷の防止が図られ

た緊急時対策所に保管し，所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備の主

要設備は廃棄物処理建物１階，制御室建物３階及び通信棟１階に設置すること

により位置的分散を図り，共通要因によって，同時に機能を喪失しない設計と

する。 

衛星電話設備（携帯型）の独立性については，第3.19‐36表で示すとおり，

地震，津波，火災，溢水により同時に故障することを防止するために独立性を

確保する設計とする。 
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第 3.19‐31 表 有線式通信設備の多様性又は位置的分散 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 
有線式通信設備 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

乾電池 

（本体内蔵） 

廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

タービン建物

２階 

廃棄物処理建物 

１階 

（中央制御室付近） 

流路 

（伝送路） 

発電所内 発電所内 発電所内 

有線系回線 有線系回線 有線系回線 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 有線式通信機 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 

廃棄物処理建物１階 

（中央制御室付近） 

（保管場所） 
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第 3.19‐32 表 有線式通信設備 設計基準対象施設との独立性 

（62-2-2～4） 

（62-3-2～6） 

（62-4-3） 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備及び 

電力保安通信用電話設備 
有線式通信設備 

共通 

要因 

故障 

地震 － 

原子炉建物，制御室建物及び廃棄物処理

建物に設置又は保管する有線式通信設備

は，使用する専用通信線及び専用接続端子

を含め，基準地震動 Ss で機能維持できる設

計とすることで，基準地震動 Ssが共通要因

となり必要な通信連絡の機能が喪失しない

設計とする。 

津波 － 

有線式通信設備を設置又は保管する原子

炉建物，制御室建物及び廃棄物処理建物は，

基準津波が到達しない位置に設置する設計

とすることで，津波が共通要因となり必要

な通信連絡の機能が喪失しない設計とす

る。 

火災 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である有線式通信

設備は，火災が共通要因となり故障することのない設計とする（「共-7 重大

事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について」に示す）。 

溢水 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である有線式通信

設備は，溢水が共通要因となり故障することのない設計とする（「共-8 重大

事故等対処設備の内部溢水に対する防護方針について」に示す）。 
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第 3.19‐33 表 無線通信設備（携帯型）の多様性又は位置的分散 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 

無線通信設備 

（携帯型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 
充電式電池 

（本体内蔵） 廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

タービン建物 

２階 

流路 

（伝送路） 

発電所内 発電所内 発電所内 

有線系回線 有線系回線 無線系回線 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 
無線通信設備 

（携帯型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 

緊急時対策所１階 

（保管場所） 
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第 3.19‐34 表 無線通信設備（携帯型）設計基準対象施設との独立性 

（62-2-2～4） 

（62-3-2，62-3-6～7） 

（62-4-3） 

 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備及び 

電力保安通信用電話設備 
無線通信設備（携帯型） 

共通

要因

故障 

地震 － 

使用場所である屋外において、人が携行

して使用することから、地震による影響は

受けない。 

また，耐震性が確保された緊急時対策所

に保管し，基準地震動 Ssで機能維持できる

設計とすることで，基準地震動 Ssが共通要

因となり必要な通信連絡の機能が喪失しな

い設計とする。 

津波 － 

無線通信設備（携帯型）を保管する緊急

時対策所は，基準津波が到達しない位置に

設置する設計とすることで，津波が共通要

因となり必要な通信連絡の機能が喪失しな

い設計とする。 

火災 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である無線通信設

備（携帯型）は，火災が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について」に示

す）。 

溢水 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である無線通信設

備（携帯型）は，溢水が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水に対する防護方針について」に示

す）。 
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第 3.19‐35 表 衛星電話設備（携帯型）の多様性又は位置的分散（発電所内） 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備 
電力保安通信用 

電話設備 

衛星電話設備 

（携帯型） 

ポンプ 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 

駆動電源 

充電器 

（蓄電池） 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

充電器 

（蓄電池） 

充電式電池 
廃棄物処理 

建物 

地下中１階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

タービン建物 

２階 

流路 

（伝送路） 

発電所内 発電所内 発電所内 

有線系回線 有線系回線 
衛星系回線 

（通信事業者回線） 

主要設備 

設置場所 

主装置 交換機 
衛星電話設備 

（携帯型） 

廃棄物処理建物１階 
制御室建物３階 

通信棟１階 
緊急時対策所１階 

（62-2-2～4） 

（62-3-2，62-3-6～7） 

（62-4-3） 
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第 3.19‐36 表 衛星電話設備（携帯型）設計基準対象施設との独立性 

（発電所内） 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故防止設備 

及び可搬型重大事故緩和設備 

所内通信連絡設備及び 

電力保安通信用電話設備 
衛星電話設備（携帯型） 

共通 

要因 

故障 

地震 － 

使用場所である屋外において、人が携行

して使用することから、地震による影響は

受けない。 

また，耐震性が確保された緊急時対策所

に保管し，基準地震動 Ssで機能維持できる

設計とすることで，基準地震動 Ssが共通要

因となり必要な通信連絡の機能が喪失しな

い設計とする。 

津波 － 

衛星電話設備（携帯型）を保管する緊急

時対策所は，基準津波が到達しない位置に

設置する設計とすることで，津波が共通要

因となり必要な通信連絡の機能が喪失しな

い設計とする。 

火災 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である衛星電話設

備（携帯型）は，火災が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-7 重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針について」に示

す）。 

溢水 

設計基準対象施設である所内通信連絡設備及び電力保安通信用電話設備

と，可搬型重大事故防止設備及び可搬型重大事故緩和設備である衛星電話設

備（携帯型）は，溢水が共通要因となり故障することのない設計とする 

（「共-8 重大事故等対処設備の内部溢水に対する防護方針について」に示

す）。  

（62-2-2～4） 

（62-3-2，62-3-6～7） 

（62-4-3） 
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3.19.2.2 発電所外との通信連絡を行うための設備 

3.19.2.2.1 設備概要 

通信連絡設備（発電所外）は，想定される重大事故等時において，発電所外の

通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うことを目的として設置するも

のである。  

通信連絡設備（発電所外）は，衛星電話設備及び統合原子力防災ネットワーク

に接続する通信連絡設備により構成する。 

データ伝送設備は，想定される重大事故等時において，発電所内から発電所外

の緊急時対策支援システム（ＥＲＳＳ）等へ必要なデータを伝送することを目的

として設置するものである。 

データ伝送設備は，ＳＰＤＳ伝送サーバにより構成する。 

 

通信連絡設備全体の概略系統図を第 3.19‐1 図，通信連絡設備に関する重大事

故等対処設備一覧（発電所外の通信連絡）を第 3.19‐37 表に示す。 

 

可搬設備である衛星電話設備（携帯型）は，保管場所から運搬し，人が携行し

て使用する設備であり，操作スイッチにより，確実に操作が可能な設計とする。 

 

常設設備である衛星電話設備（固定型）は，操作スイッチにより，確実に操作

が可能な設計とする。また，緊急時対策所の衛星電話設備（固定型）は，緊急時

対策所内（緊急時対策本部）の保管場所から運搬し，ケーブルを接続することで，

確実に操作が可能な設計とする。 

 

常設設備である統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，操作

スイッチにより，確実に操作が可能な設計とする。 
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第 3.19‐37 表 通信連絡設備に関する重大事故等対処設備一覧 

（発電所外の通信連絡） 

設備区分 設備名 

 

主要設備 

①衛星電話設備（固定型）【常設】 

②衛星電話設備（携帯型）【可搬型】 

③統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備【常設】 

④データ伝送設備【常設】 

付属設備 － 

水源（水源に関する流

路，電源設備を含む） 
－ 

 

流路(伝送路） 

衛星電話設備（屋外アンテナ）【常設】① 

衛星通信装置【常設】③ 

有線（建物内）（衛星電話設備（固定型）に係るもの）【常設】① 

有線（建物内）（統合原子力防災ネットワークに接続する通信連

絡設備，データ伝送設備に係るもの）【常設】③④ 

注水先 － 

電源設備※１ 

（燃料補給設備を含む） 

常設代替交流電源設備① 

ガスタービン発電機【常設】 

ガスタービン発電機用軽油タンク【常設】 

ガスタービン発電機用サービスタンク【常設】 

ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ【常設】 

可搬型代替交流電源設備① 

高圧発電機車【可搬型】 

ガスタービン発電機軽油タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】 

可搬型代替交流電源設備①～④ 

 緊急時対策所用発電機【可搬型】 

可搬ケーブル【可搬型】 

緊急時対策所 低圧母線盤【常設】 

緊急時対策所 発電機接続プラグ盤【常設】 

緊急時対策所用燃料地下タンク【常設】 

タンクローリ【可搬型】 

計装設備 － 

※１：単線結線図を補足説明資料 62‐2に示す。 

電源設備のうち，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備および燃料補給設備

については，「3.14 電源設備（設置許可基準規則第 57条に対する設計方針を示す章）」

で示す。また，緊急時対策所用発電機，可搬ケーブル，緊急時対策所 低圧母線盤及び

緊急時対策所 発電機接続プラグ盤については，「3.18 緊急時対策所（設置許可基準規

則 61条に対する設計方針を示す章）」で示す。  
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3.19.2.2.2 主要設備の仕様 

主要機器の仕様を以下に示す。 

(1) 衛星電話設備

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等）

・緊急時対策所（重大事故等時）

・中央制御室（重大事故等時）

・通信連絡設備（通常運転時等）

設備名 ：衛星電話設備（固定型） 

使用回線 ：衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所）， 

制御室建物４階（中央制御室） 

設備名 ：衛星電話設備（携帯型） 

使用回線 ：衛星系回線 

個数 ：一式 

使用場所 ：屋外 

保管場所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

(2) 統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備

兼用する設備は以下のとおり。 

・緊急時対策所（通常運転時等）

・緊急時対策所（重大事故等時）

・通信連絡設備（通常運転時等）

設備名 ：テレビ会議システム 

使用回線 ：有線系回線，衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

設備名 ：ＩＰ－電話機 

使用回線 ：有線系回線，衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

設備名 ：ＩＰ－ＦＡＸ 

使用回線 ：有線系回線，衛星系回線 

個数 ：一式
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取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 

 

(3) データ伝送設備 

兼用する設備は以下のとおり。 

・通信連絡設備（通常運転時等） 

設備名 ：ＳＰＤＳ伝送サーバ 

使用回線 ：有線系回線，衛星系回線 

個数 ：一式 

取付箇所 ：緊急時対策所１階（緊急時対策所） 
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3.19.2.2.3 設置許可基準規則第43条第1項への適合状況 

3.19.2.2.3.1 通信連絡設備（発電所外）に関する設置許可基準規則第43条第1項

への適合方針 

通信連絡設備（発電所外）のうち，衛星電話設備に対する設置許可基準規則第

43 条第１項への適合状況は，「3.19.2.1.3 設置許可基準規則第 43 条第 1項への

適合状況（通信連絡設備（発電所内））」に記述する。 

 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，緊急時対策所内に

設置する設備であることから，その機能を期待される重大事故等時における，

緊急時対策所の環境条件及び荷重条件を考慮し，その機能を有効に発揮するこ

とができるよう，第3.19‐38表に示す対応とする。 

 

第3.19‐38表 想定する環境条件及び荷重条件 

（統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・ 

放射線 

緊急時対策所で想定される温度，圧力，湿度及び放射線条

件下に耐えられる性能を確認した機器を使用する。 

屋外の天候による 

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は受け

ない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が損傷

しないことを確認する。詳細は「2.1.2 耐震設計の基本方

針」に示す。 

風（台風）・積雪 
緊急時対策所内に設置するため，風（台風）及び積雪の影

響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりその機

能が損なわれない設計とする。 

（62-3-2，62-3-7） 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備のうちテレビ会議シ

ステムは，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊急時対策要員の操作

性を考慮して十分な操作空間を確保する。また，想定される重大事故等時にお

いて，設置場所である緊急時対策所内において，電源スイッチを入れ（スイッ

チ操作），操作端末を操作（スイッチ操作）することにより，通信連絡をする

必要のある場所と確実に通信連絡が可能な設計とする。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備のうちＩＰ－電話機

は，通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊急時対策要員の操作性を考

慮して十分な操作空間を確保する。また，想定される重大事故等時において，

設置場所である緊急時対策所内において，一般の電話機と同様の操作（スイッ

チ操作）をすることにより，通信連絡をする必要のある場所と確実に通信連絡

が可能な設計とする。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備のうちＩＰ-ＦＡＸは，

通信連絡を行うための操作をするにあたり，緊急時対策要員の操作性を考慮し

て十分な操作空間を確保する。また，想定される重大事故等時において，設置

場所である緊急時対策所内において，電源スイッチを入れ（スイッチ操作），

一般のＦＡＸと同様の操作（スイッチ操作）をすることにより，通信連絡をす

る必要のある場所と確実に通信連絡が可能な設計とする。操作が必要な対象機

器について第3.19-39表 に示す。 

第3.19‐39表 操作対象機器 

（統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備） 

機器名称 状態の変化 操作場所 操作方法 

テレビ会議システム，

ＩＰ-電話機，

ＩＰ-ＦＡＸ 

起動・停止 

（通信連絡） 
緊急時対策所１階 スイッチ操作

（62-8-5） 
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(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができるものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，第3.19‐40表に示

すように，原子炉の運転中又は停止中に機能・性能試験として，通話通信の確

認が可能な設計とする。また，外観点検として，外観の確認が可能な設計とす

る。 

 

第3.19‐40表 統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備の 

試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 

機能・性能試験 通話通信の確認 

外観点検 外観の確認 

（62-5-6～8） 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，想定される重大事

故等時において，他の系統と切り替えることなく使用できる設計とする。 

 

(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，想定される重大事

故等時において，設計基準対象施設として使用する場合と同じ系統構成で重大
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事故等対処設備として使用することで，他の設備に対して悪影響を及ぼさない

設計とする。 

（62-4-5～7） 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備の設置場所及び操作

場所を第3.19‐41表に示す。統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡

設備は，緊急時対策所内に設置及び操作し，操作場所の放射線量が高くなるお

それが少ないため操作が可能である。 

第3.19‐41表 操作対象機器設置場所 

（統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備） 

機器名称 設置場所 操作場所 

テレビ会議システム，

ＩＰ-電話機，

ＩＰ-ＦＡＸ 

緊急時対策所１階 緊急時対策所１階 

（62-3-2，62-3-7） 

（62-8-5） 
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3.19.2.2.3.2 データ伝送設備に関する設置許可基準規則第43条第1項への適合

方針 

(1) 環境条件及び荷重条件（設置許可基準規則第 43 条第 1項一）

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合における温度，放射線，荷重その他の

使用条件において，重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮する

ものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

データ伝送設備は，緊急時対策所内に設置する設備であることから，想定さ

れる重大事故等時における，緊急時対策所の環境条件及び荷重条件を考慮し，

その機能を有効に発揮することができるよう，第3.19-42表に示す設計とする。 

第3.19‐42表 想定する環境条件及び荷重条件（データ伝送設備） 

考慮する外的事象 対応 

温度・圧力・湿度・ 

放射線 

緊急時対策所で想定される温度，圧力，湿度及び放射

線条件下に耐えられる性能を確認した機器を使用す

る。 

屋外の天候による 

影響 

屋外に設置するものではないため，天候による影響は

受けない。 

海水を通水する 

系統への影響 
海水を通水することはない。 

地震 

適切な地震荷重との組み合わせを考慮した上で機器が

損傷しないことを確認する。詳細は「2.1.2 耐震設計

の基本方針」に示す。 

風（台風）・積雪 
緊急時対策所内に設置するため，風（台風）及び積雪

の影響は受けない。 

電磁的障害 
重大事故等が発生した場合においても電磁波によりそ

の機能が損なわれない設計とする。 

（62-3-2，62-3-7） 
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(2) 操作性（設置許可基準規則第 43 条第 1項二） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できるものであ

ること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

データ伝送設備は，常時伝送を行うため，通常操作を必要としない設計とす

る。 

 

(3) 試験及び検査（設置許可基準規則第 43 条第 1項三） 

(ⅰ) 要求事項 

健全性及び能力を確認するため，原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査

ができるものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

データ伝送設備は，第3.19‐43表に示すように，原子炉の運転中又は停止中

に機能・性能試験として，機能（データの伝送）の確認が可能な設計とする。

また，外観点検として，外観の確認が可能な設計とする。 

 

第3.19‐43表 データ伝送設備の試験及び検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は停止中 
機能・性能試験 機能（データ伝送）の確認 

外観検査 外観の確認 

（62-5-9～10） 

 

(4) 切り替えの容易性（設置許可基準規則第 43 条第 1項四） 

(ⅰ) 要求事項 

本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備に

あっては，通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えるも

のであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.4 操作性及び試験・検査性」に示す。 

 

データ伝送設備は，想定される重大事故等時において，他の系統と切り替え

ることなく使用できる設計とする。 
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(5) 悪影響の防止（設置許可基準規則第 43 条第 1項五） 

(ⅰ) 要求事項 

工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等について」

に示す。 

 

データ伝送設備は，想定される重大事故等時において，設計基準対象施設と

して使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用すること

で，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

（62-4-8） 

 

(6) 設置場所（設置許可基準規則第 43 条第 1項六） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作

及び復旧作業を行うことができるよう，放射線量が高くなるおそれが少ない設

置場所の選定，設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもので

あること。  

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.3 環境条件等」に示す。 

 

データ伝送設備は，常時伝送を行うため，想定される重大事故等時において

も操作を必要としない設計とする。  
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3.19.2.2.4 設置許可基準規則第43条第2項への適合状況 

3.19.2.2.4.1 通信連絡設備（発電所外）に関する設置許可基準規則第43条第2項

への適合方針 

 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2 項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

衛星電話設備（固定型）は，設計基準対象施設として必要となる台数を設置

する設計とする。 

また，衛星電話設備（固定型）は，想定される重大事故等時，発電所外の通

信連絡をする台数として，対応する衛星電話設備（社内向），専用電話設備，

電力保安通信用電話設備，局線加入電話設備が使用できない状況において，統

合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備及び衛星電話設備（携帯

型）を含めて，緊急時対策所内に必要な台数を設置する設計とする。 

（62-6-7） 

 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，設計基準対処施設

として必要となる台数を設置する設計とする。 

また，統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，想定される

重大事故等時，テレビ会議システム，専用電話設備及び衛星電話設備（社内向）

が使用できない状況において，衛星電話設備（固定型）及び衛星電話設備（携

帯型）を含めて，発電所外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行う

ために必要な台数を設置する設計とする。 

（62-6-4） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

緊急時対策所に設置する衛星電話設備（固定型）は，号炉の区分けなく通信
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連絡することで，必要な情報（相互のプラント状況，運転員の対応状況等）を

共有・考慮しながら総合的な管理（事故処理を含む。）を行うことができ，安

全性の向上を図る設計とする。 

また，緊急時対策所に設置する衛星電話設備（固定型）は，共用により悪影

響を及ぼさないよう，必要な容量を確保するとともに，号炉の区分けなく通信

連絡が可能な設計とする。 

緊急時対策所に設置する統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡

設備は，号炉の区分けなく通信連絡することで，必要な情報（相互のプラント

状況，運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら総合的な管理（事故処理を

含む。）を行うことができ，安全性の向上を図る設計とする。 

また，緊急時対策所に設置する統合原子力防災ネットワークに接続する通信

連絡設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，必要な容量を確保するとと

もに，号炉の区分けなく通信連絡が可能な設計とする。 

添3.19-68



 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三）

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

常設重大事故緩和設備に該当する衛星電話設備（固定型）は，外部からの衝

撃による損傷の防止が図られた緊急時対策所に設置する。 

また，共通要因によって，同様の機能を持つ電力保安通信用電話設備，局線

加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話設備及び衛星電話設備（社内向）

と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，緊急時対策所１階に設置し，

第3.19‐44表及び第3.19‐45表で示すとおり，多様性を確保し，頑健性を持た

せた設計とする。 

重大事故防止設備でも重大事故緩和設備でもない常設重大事故等対処設備

に該当する統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，外部から

の衝撃による損傷の防止が図られた緊急時対策所に設置する。 

また，共通要因によって，同様の機能を持つ電力保安通信用電話設備，局線

加入電話設備，テレビ会議システム，専用電話設備及び衛星電話設備（社内向）

と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，緊急時対策所１階に設置し，

第3.19‐46表及び第3.19‐47表で示すとおり，多様性を確保し，頑健性を持た

せた設計とする。 
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第 3.19‐44 表 衛星電話設備（固定型）の多様性又は位置的分散（発電所外） 

（緊急時対策所） 

項目 

設計基準対象施設 
常設重大事故 

緩和設備 

電力保安通信用 

電話設備 

局線加入 

電話設備 

テレビ会議

システム

専用電話 

設備 

衛星電話設備 

（社内向） 

衛星電話設備 

（固定型） 

ポンプ 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動電源 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

通信業者回線 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

代替交流 

電源設備 

（緊急時対策所用

発電機） 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

発電所外 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

屋外 

（緊急時対策所 

北側） 

流路 

（伝送路） 

発電所外 発電所外 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者 

回線） 

有線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

衛星系回線 

（通信事業者 

回線） 

衛星系回線 

（通信事業者回線） 

主要設備 

設置場所 

交換機 
局線加入 

電話設備 

テレビ会議

システム
専用電話設備 

衛星電話設備 

（社内向） 

衛星電話設備 

（固定型） 

通信棟 

１階 

緊急時対策所 

１階 

緊急時対策所 

１階 
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第3.19‐45表 衛星電話設備（固定型）の頑健性 

常設重大事故緩和設備 

衛星電話設備（固定型） 

衛星電話設備（固定型）は，耐震性を有する制御室建物および緊急時対策所に設置し，使

用する屋外アンテナ及び屋外アンテナまでの有線（ケーブル）を含め，基準地震動 Ss で機

能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ssが共通要因となり必要な通信連絡の機能が

喪失しなり設計とする。 

（62-2-2～5） 

（62-3-2，62-6-7） 

（62-4-3） 
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第 3.19‐46 表 統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備の多様性 

項目 

設計基準対象施設 

常設重大事故等対

処設備 

（防止でも緩和で

もない設備) 

電力保安通信用 

電話設備 

局線加入 

電話設備 

テレビ会議 

システム 

専用電話 

設備 

衛星電話設備 

（社内向） 

統合原子力防災ネ

ットワークに 

接続する 

通信連絡設備 

ポンプ 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動電源 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

通信業者回線 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

代替交流 

電源設備 

（緊急時対策所用

発電機） 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

発電所外 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

屋外 

（緊急時対策所北

側） 

流路 

（伝送路） 

発電所外 発電所外 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者 

回線） 

有線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

衛星系回線 

（通信事業者 

回線） 

衛星系回線 

（通信事業者回線） 

主要設備 

設置場所 

交換機 
局線加入 

電話設備 

テレビ会議 

システム 
専用電話設備 

衛星電話設備 

（社内向） 

統合原子力防災ネ

ットワークに 

接続する 

通信連絡設備 

通信棟 

１階 

緊急時対策所 

１階 

緊急時対策所 

１階 
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第3.19‐47表  統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備の頑健性 

常設重大事故等対処設備(防止でも緩和でもない設備) 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備 

統合原子力防災ネットワークに接続する通信連絡設備は，耐震性を有する緊急時対策所に

設置し，使用する衛星通信装置，屋外アンテナ及び屋外アンテナまでの有線（ケーブル）を

含め，基準地震動 Ssで機能維持できる設計とすることで，基準地震動 Ss が共通要因となり，

必要な通信連絡の機能が喪失しなり設計とする。 

（62-2-3，62-2-7） 

（62-3-2，62-3-10） 

（62-4-7） 
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3.19.2.2.4.2 データ伝送設備に関する設置許可基準規則第43条第2項への適合

方針 

(1) 容量（設置許可基準規則第 43 条第 2項一） 

(ⅰ) 要求事項 

想定される重大事故等の収束に必要な容量を有するものであること。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.2 容量等」に示す。 

 

データ伝送設備は，設計基準対象施設として必要となるデータ量を伝送する

ことができる設計とする。 

また，想定される重大事故等時において，発電所外の通信連絡をする必要の

ある場所に必要なデータ量を伝送が可能な設計とする。 

（62-6-11～16） 

 

(2) 共用の禁止（設置許可基準規則第 43 条第 2項二） 

(ⅰ) 要求事項 

二以上の発電用原子炉施設において共用するものでないこと。ただし，二以

上の発電用原子炉施設と共用することによって当該二以上の発電用原子炉施

設の安全性が向上する場合であって，同一の工場等内の他の発電用原子炉施設

に対して悪影響を及ぼさない場合は，この限りでない。 

 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等について」

に示す。 

 

データ伝送設備は，号炉の区分けなく通信連絡することで，必要な情報（相

互のプラント状況，運転員の対応状況等）を共有・考慮しながら総合的な管理

（事故処理を含む。）を行うことができ，安全性の向上を図る設計とする。 

また，データ伝送設備は，共用により悪影響を及ぼさないよう，必要な容量

を確保するとともに，号炉の区分けなく通信連絡が可能な設計とする。 

 

(3) 設計基準事故対処設備との多様性（設置許可基準規則第 43 条第 2項三） 

(ⅰ) 要求事項 

常設重大事故防止設備は，共通要因によって設計基準事故対処設備の安全機

能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じたもの

であること。 

 

(ⅱ) 適合性 
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基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

 

重大事故防止設備でも重大事故緩和設備でもない常設重大事故等対処設備

に該当するデータ伝送設備は，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた緊

急時対策所に設置する。 

また，共通要因によって，その機能が損なわれるおそれがないよう， 

第3.19‐48表及び第3.19‐49表に示すとおり，多様性を確保し，頑健性を持た

せた設計とする。 
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第 3.19‐48 表 データ伝送設備の多様性 

項目 

常設重大事故等対処設備(防止でも緩和でもない設備) 

データ伝送設備 

ＳＰＤＳ伝送サーバ 

ポンプ 不要 

水源 不要 

駆動用空気 不要 

潤滑油 不要 

冷却水 不要 

駆動電源 

非常用ディーゼル発電機 
代替交流電源設備 

（緊急時対策所用発電機） 

原子炉建物地下２階 屋外（緊急時対策所北側） 

流路 

（伝送路） 

発電所内 建物間 発電所外 

有線系回線 有線系回線 

無線系回線 衛星系回線 

主要設備設

置場所 

ＳＰＤＳ伝送サーバ 

緊急時対策所１階 

第 3.19‐49 表 データ伝送設備の頑健性 

常設重大事故等対処設備(防止でも緩和でもない設備) 

データ伝送設備 

データ伝送設備としてのＳＰＤＳ伝送サーバは，耐震性を有する緊急時対策所に設置し，

使用する屋外アンテナ及び屋外アンテナまでの有線（ケーブル）を含め，基準地震動 Ssで

機能維持できる設計する。 

（62-2-2，62-2-3，62-2-6） 

（62-3-2，62-3-4，62-3-10） 

（62-4-8） 
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3.19.2.2.5 設置許可基準規則第43 条第3 項への適合状況 

3.19.2.2.5.1 通信連絡設備（発電所外）に関する設置許可基準規則第43条第3項

への適合方針 

通信連絡設備（発電所外）のうち，衛星電話設備（携帯型）に対する設置許可

基準規則第 43 条第 3項への適合方針は，「3.19.2.1.5 通信連絡設備（発電所内）

に関する設置許可基準規則第 43 条第 3項への適合方針」に記述する。  

(1) 設計基準事故対処設備及び常設重大事故防止設備との多様性（設置許可基準

規則第43 条第3 項七）

(ⅰ) 要求事項 

重大事故防止設備のうち可搬型のものは，共通要因によって，設計基準事故

対処設備の安全機能，使用済燃料貯蔵槽の冷却機能若しくは注水機能又は常設

重大事故防止設備の重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要

な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，適切な措置を講じた

ものであること。 

(ⅱ) 適合性 

基本方針については，「2.3.1 多様性，位置的分散，悪影響防止等」に示す。 

可搬型重大事故緩和設備に該当する衛星電話設備（携帯型）は，共通要因に

よって，同様の機能を持つテレビ会議システム，電力保安通信用電話設備，局

線加入電話設備，専用電話設備及び衛星電話設備（社内向）と同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた

緊急時対策所１階に保管し，第3.19-50表及び第3.19-51表で示すとおり，多様

性を確保し，頑健性を持たせた設計とする。 
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第 3.19‐50 表 衛星電話設備（携帯型）の多様性又は位置的分散（発電所外） 

項目 

設計基準対象施設 
可搬型重大事故 

緩和設備 

電力保安通信用 

電話設備 

局線加入 

電話設備 

テレビ会議

システム
専用電話設備 

衛星電話設備 

（社内向） 

衛星電話設備 

（携帯型） 

ポンプ 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

水源 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動用空気 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

潤滑油 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

冷却水 不要 不要 不要 不要 不要 不要 

駆動電源 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

通信業者回線 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

非常用 

ディーゼル 

発電機 
充電式電池 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

発電所外 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

原子炉建物 

付属棟 

地下２階 

流路 

（伝送路） 

発電所外 発電所外 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者 

回線） 

有線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

有線系回線 

（通信事業者回

線，電力保安

通信用回線） 

無線系回線 

（電力保安通信

用回線） 

衛星系回線 

（通信事業者 

回線） 

衛星系回線 

（通信事業者回線） 

主要設備 

設置場所 

交換機 
局線加入 

電話設備 

テレビ会議

システム

（社内向） 

専用電話設備 
衛星電話設備 

（社内向） 

衛星電話設備 

（携帯型） 

通信棟 

１階 

緊急時対策所 

１階 

緊急時対策所 

１階 

（保管場所） 
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第3.19‐51表 衛星電話設備（携帯型）の頑健性 

可搬型重大事故緩和設備 

衛星電話設備（携帯型） 

使用場所である屋外において，人が携行して使用することから，地震による影響を受けな

い。 

また，耐震性を有する緊急時対策所内に保管し，基準地震動 Ssで機能維持できる設計と

する。 

（62-2-3，62-2-7） 

（62-3-2，62-3-10） 

（62-4-7） 
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